
Title 訪問取引としての不動産金融契約における撤回権 :
ヨーロッパ消費者保護法とドイツ民法の間の利益衝突

Author(s) シェーン, ブリッタ＝ベアーテ; 平田, 健治

Citation 阪大法学. 2004, 54(1), p. 295-340

Version Type VoR

URL https://hdl.handle.net/11094/54889

rights

Note

Osaka University Knowledge Archive : OUKA

https://ir.library.osaka-u.ac.jp/

Osaka University



翻

訳訪
問
取
引
と
し
て
の
不
動
産
金
融
契
約
に
お
け
る
撤
回
権

―
―
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
消
費
者
保
護
法
と
ド
イ
ツ
民
法
の
間
の
利
益
衝
突
―
―

ブ
リ
ッ
タ
�
ベ
ア
ー
テ
・
シ
ェ
ー
ン

平
田
健
治
／
訳
と
解

（
１
）

説

目

次

論

文

１.
事
実
背
景
と
経
済
的
意
義

２.

一
九
九
九
年
一
一
月
二
九
日
に
お
け
る
欧
州
司
法
裁
判
所
へ
の
先
決
裁
定
の
た
め
の

付
託
決
定
の
時
点
で
の
ド
イ
ツ
の
法
状
態

３.

一
九
九
九
年
一
一
月
二
九
日
の
連
邦
通
常
裁
判
所
の
付
託
決
定

４.

二
〇
〇
一
年
一
二
月
一
三
日
の
欧
州
司
法
裁
判
所
ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
判
決

５.

欧
州
司
法
裁
判
所
判
決
の
帰
結

６.

二
〇
〇
二
年
四
月
九
日
の
連
邦
通
常
裁
判
所
判
決

７.

二
〇
〇
二
年
八
月
一
日
の
債
務
法
改
革
の
補
正
法

（阪大法学）５４（１―２９５）２９５〔２００４．５〕



論

文

不
動
産
金
融
契
約
に
お
け
る
撤
回
権
（
の
許
否
）
は
、
ド
イ
ツ
に
お
い
て
最
近
激
し
く
議
論
さ
れ
て
い
る
法
律
問
題
で
あ
り
、
こ
の

素
材
を
用
い
て
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
の
ド
イ
ツ
法
に
対
す
る
影
響
が
い
か
に
強
い
か
の
点
と
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
が
加
盟
国
国
家
法
秩
序
に

対
し
て
影
響
を
行
使
す
る
た
め
に
い
か
な
る
法
的
手
段
を
持
っ
て
い
る
か
の
点
を
示
す
こ
と
と
す
る
。
こ
の
論
争
は
、
法
律
学
の
領
域

を
超
え
て
広
が
っ
た
。
こ
の
テ
ー
マ
の
激
し
さ
は
、
そ
の
経
済
的
意
義
の
み
な
ら
ず
、
市
民
の
被
害
者
の
多
さ
に
も
あ
る
。

８.

ま

と

め

解

説

�.

ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
事
件
の
経
緯

１.

判

決

２.

関
係
法
令
の
変
遷

�.

指
令
に
よ
る
法
同
化
の
限
界
と
代
替
案

１.

欧
州
委
員
会
の
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
契
約
法
に
関
す
る
、
理
事
会
と
欧
州
議
会
へ
の
通
知

２.

欧
州
議
会
の
、
加
盟
国
の
民
商
法
の
調
和
に
関
す
る
決
議

３.

司
法
・
内
務
大
臣
理
事
会
か
ら
理
事
会
へ
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報
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二
〇
〇
三
年
二
月
一
二
日
の
欧
州
委
員
会
の
理
事
会
と
欧
州
議
会
へ
の
通
知

５.

契
約
法
統
一
に
お
け
る
研
究
者
グ
ル
ー
プ
の
活
動
の
意
味
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１.

事
実
背
景
と
経
済
的
意
義

不
動
産
金
融
は
、
伝
統
的
に
、
ド
イ
ツ
の
大
部
分
の
領
域
で
、
い
わ
ゆ
る
移
動
仲
介
人
に
よ
っ
て
な
さ
れ
て
き
た
。
こ
の
よ
う
な
販

売
形
式
は
、
組
織
販
売
と
呼
ば
れ
て
き
た
。
そ
の
際
、
と
り
わ
け
、
異
な
る
複
数
の
銀
行
に
よ
る
費
用
見
積
も
り
全
額
の
金
融
を
主
要

特
徴
と
す
る
節
税
モ
デ
ル
が
問
題
と
な
る
。
消
費
者
に
対
し
て
以
下
の
こ
と
が
ほ
の
め
か
さ
れ
る
。
自
己
資
本
な
く
し
て
、
採
算
の
と

れ
る
投
資
財
産
を
取
得
し
、
賃
料
収
入
に
よ
り
返
済
資
金
を
得
る
こ
と
が
で
き
、
賃
料
収
入
は
、
消
費
貸
借
利
息
の
み
な
ら
ず
、
元
本

償
却
に
も
な
り
、
賃
料
は
絶
え
ず
増
大
す
る
だ
ろ
う（
２
）

と
。

不
動
産
の
購
入
価
格
は
、
大
抵
の
場
合
、
当
該
売
買
に
関
与
す
る
人
々
の
手
数
料
の
た
め
、
取
引
価
格
よ
り
高
額
で
あ
っ
た
。
不
動

産
市
場
が
、
と
り
わ
け
東
ド
イ
ツ
地
域
に
お
い
て
九
〇
年
代
中
葉
に
崩
壊
し
た
と
き
に
、
問
題
が
発
症
し
た
。
見
込
ん
で
い
た
賃
料
収

入
は
も
は
や
得
ら
れ
な
く
な
っ
た
り
、
賃
料
保
証
の
期
間
も
経
過
し
て
し
ま
っ
た
り
、
賃
料
保
証
を
引
き
受
け
て
い
た
企
業
は
無
資
力

と
な
っ
て
し
ま
っ
た
。
購
入
者
た
ち
は
、
販
売
企
業
や
そ
の
仲
介
人
た
ち
に
だ
ま
さ
れ
た
思
い
で
あ
っ
た
。
彼
ら
の
目
は
、
販
売
企
業

よ
り
も
通
常
、
支
払
能
力
の
あ
る
銀
行
に
向
け
ら
れ
た
。
こ
れ
ら
の
場
合
に
、
二
つ
の
古
典
的
な
防
衛
戦
略
が
見
つ
か
っ
た
。
第
一
の

戦
略
は
、
こ
こ
で
は
詳
論
で
き
な
い
が
、
説
明
義
務
違
反
か
ら
損
害
賠
償
請
求
権
を
導
こ
う
と
し（
３
）

た
。
第
二
の
戦
略
は
、
訪
問
取
引
撤

回（
４
）

法
（H

W
iG

）
に
目
を
向
け
、
銀
行
が
説
明
を
し
て
い
な
か
っ
た
で
あ
ろ
う
撤
回
権
を
前
面
に
出
し
た
。

２.
一
九
九
九
年
一
一
月
二
九
日
に
お
け
る
欧
州
司
法
裁
判
所
へ
の
先
決
裁（
５
）

定
の
た
め
の
付
託
決
定
の
時
点
で
の
ド
イ
ツ
の
法
状
態

一
九
九
九
年
一
一
月
二
九（
６
）

日
の
連
邦
通
常
裁
判
所
の
付
託
決
定
の
時
点
で
、
ド
イ
ツ
法
の
ル
ー
ル
に
よ
る
当
該
事
案
の
評
価
に
際
し

て
、
訪
問
取（
６
ａ
）
引
撤
回
法
に
対
す
る
消
費
者
信
用
法
（V

erbrK
rG

）
の
優
先
と
い
う
問
題
が
生
じ
た
。

訪
問
取
引
撤
回
法
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
訪
問
取
引
指
令
に
対
応
す
る
も
の
と
し
て
公
布
さ
れ（
７
）

た
。
判
例
・
学
説
に
よ
っ
て
、
不
動
産
金

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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融
契
約
が
訪
問
取
引
撤
回
法
の
適
用
領
域
に
含
ま
れ
る
か
否
か
が
争
わ
れ
た
。
民
法
（
旧
）
三
一
二
ａ（
８
）

条
に
よ
れ
ば
、
当
該
行
為
が
訪

問
取
引
で
あ
り
同
時
に
民
法
四
九
一
条
一
項
の
意
味
で
の
消
費
者
消
費
貸
借
契
約
と
性
質
づ
け
ら
れ
る
場
合
に
は
、
消
費
者
消
費
貸
借

契
約
の
規
律
が
も
っ
ぱ
ら
適
用
さ
れ
た
。

不
動
産
金
融
契
約
は
、
た
と
え
制
限
的
で
は
あ
っ
て
も
、
消
費
者
消
費
貸
借
契
約
の
規
律
に
よ
り
把
握
さ
れ
た
。
民
法
（
旧
）
四
九

一
条
三
項
一（
９
）

号
に
よ
れ
ば
、
不
動
産
金
融
契
約
に
お
い
て
は
、
四
九
五
条
、
三
五
五
条
に
よ
る
撤
回
権
は
排
除
さ
れ
て
い
た
。
判（
１０
）

例
・

学（
１１
）

説
に
お
い
て
は
、
消
費
者
信
用
法
に
よ
れ
ば
撤
回
権
が
存
し
な
い
場
合
に
お
い
て
も
な
お
、
消
費
者
信
用
法
の
訪
問
取
引
撤
回
法
に

対
す
る
優
先
が
妥
当
す
る
と
い
う
見
解
が
支
配
的
で
あ
っ
た
。
不
動
産
金
融
に
お
け
る
撤
回
権
は
、
消
費
者
信
用
と
異
な
り
、
ド
イ
ツ

の
立
法
者
に
よ
っ
て
一
般
的
に
拒
否
さ
れ
た
の
で
あ
る（
１２
）

と
。
不
動
産
金
融
か
ら
撤
回
権
を
除
外
す
る
こ
と
は
、
消
費
貸
借
の
厳
密
な
再

金
融
を
挫
折
さ
せ
な
い
た
め
で
あ
り
、
そ
れ
に
よ
っ
て
消
費
者
の
た
め
に
も
消
費
貸
借
の
費
用
を
低
減
に
さ
せ
て
い
る
と
さ
れ（
１３
）

た
。

別
の
考（
１４
）

え
に
よ
れ
ば
、
訪
問
取
引
撤
回
法
に
よ
る
撤
回
権
が
競
合
し
て
い
る
と
さ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
旧
三
一
二
ａ
条
の
競
合
規
律

は
、
優
先
的
に
適
用
さ
れ
る
べ
き
法
が
消
費
者
に
﹇
劣
後
す
る
法
と
﹈
同
等
の
効
果
を
も
つ
保
護
を
提
供
す
る
場
合
と
い
う
留
保
の
下

に
あ
る
と
考
え
る
。
消
費
者
の
撤
回
権
が
旧
四
九
一
条
三
項
一
号
に
お
い
て
排
除
さ
れ
る
場
合
に
は
、
消
費
者
に
は
、
少
な
く
と
も
所

与
の
要
件
の
下
で
、
三
一
二
条
一
項
と
三
五
五
条
に
よ
る
撤
回
権
が
承
認
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
と
。
旧
三
一
二
ａ
条
の
規
律
は
、
消
費

者
の
不
利
益
に
援
用
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
と
。
そ
う
で
な
い
と
す
れ
ば
、
通
常
の
販
売
方
法
や
生
存
を
脅
か
す
結
果
を
考
慮
す
る
と
、

消
費
者
保
護
制
度
に
お
け
る
甚
だ
し
い
保
護
欠
缺
が
生
じ
よ
う
と
。

３.

一
九
九
九
年
一
一
月
二
九
日
の
連
邦
通
常
裁
判
所
の
付
託
決
定

係
争
事
件
で
は
、
一
九
九
三
年
に
訪
問
取
引
の
状
況
下
で
の
不
動
産
仲
介
者
と
の
売
買
交
渉
の
の
ち
に
、
住
居
購
入
代
金
の
融
資
の

翻 訳
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た
め
の
消
費
貸
借
も
受
け
入
れ
ら
れ
、
こ
れ
は
土
地
債（
１５
）

務
に
よ
っ
て
同
額
が
担
保
さ
れ
た
。
消
費
貸
借
契
約
に
関
す
る
意
思
表
示
は
、

後
日
、
金
融
機
関
の
事
務
室
で
な
さ
れ
た
。
そ
の
際
に
、
撤
回
権
が
あ
る
こ
と
は
説
明
さ
れ
な
か
っ
た
。
当
該
消
費
貸
借
契
約
は
、
一

九
九
八
年
の
訴
訟
提
起
時
に
訪
問
取
引
撤
回
法
を
援
用
し
て
撤
回
さ
れ
た
。
借
主
の
訴
は
、
被
告
で
あ
る
銀
行
が
、
住
居
の
返
還
と
引

換
に
元
本
、
利
息
、
手
数
料
を
返
済
す
る
義
務
が
あ
る
こ
と
と
、
そ
れ
以
外
の
請
求
権
が
存
在
し
な
い
こ
と
の
確
認
に
向
け
ら
れ
て
い

た
。
ミ
ュ
ン
ヘ
ン
の
地
裁
も
高
裁
も
こ
の
訴
を
棄
却
し
た
。
連
邦
通
常
裁
判
所
は
、
ド
イ
ツ
の
法
状
態
の
基
礎
に
あ
る
指
令
と
そ
の
解

釈
を
考
慮
し
、
欧
州
司
法
裁
判
所
に
こ
の
事
案
を
付
託
し（
１６
）

た
。
連
邦
通
常
裁
判
所
は
、
そ
の
決
定
に
お
い
て
、
不
動
産
信
用
取
引
が
同

時
に
訪
問
取
引
で
あ
っ
た
と
し
て
も
、
撤
回
権
を
排
除
す
る
こ
と
が
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
に
適
合
す
る
と
考
え
て
い
る
こ
と
を
言
外
に
含

め
た
。
連
邦
通
常
裁
判
所
は
伺
い
を
以
下
の
よ
う
に
ま
と
め
た
。

「
１.

一
九
八
五
年
一
二
月
二
〇
日
の
、
営
業
所
以
外
で
締
結
さ
れ
た
契
約
に
お
け
る
消
費
者
保
護
に
関
す
る
理
事
会
指
令85/577/

E
W

G

は
、
不
動
産
信
用
契
約
を
も
対
象
と
し
、
一
九
八
六
年
一
二
月
二
二
日
の
消
費
者
信
用
に
関
す
る
加
盟
国
間
の
法
・
行
政
規
定

の
調
整
の
た
め
の
理
事
会
指
令87/102/E

W
G

に
優
先
す
る
か
？

２.

裁
判
所
が
こ
の
問
を
肯
定
す
る
場
合
、
加
盟
国
立
法
者
は
、
訪
問
取
引
指
令
に
よ
っ
て
、
消
費
者
信
用
法
七
条
二
項
三
文
に
規

定
さ
れ
て
い
る
撤
回
権
の
行
使
期
間
制
限
を
、
訪
問
取
引
が
消
費
者
信
用
法
三
条
二
項
二
号
の
意
味
で
の
不
動
産
信
用
付
与
を
対
象
と

し
、﹇
訪
問
取
引
﹈指
令
四
条
に
規
定
さ
れ
て
い
る
説
明
が
な
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
に
お
い
て
も
、適
用
す
る
こ
と
を
妨
げ
ら
れ
る
か
？
」

４.
二
〇
〇
一
年
一
二
月
一
三
日
の
欧
州
司
法
裁
判
所
ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
判
決
（R

s.C
-481/99

）

欧
州
司
法
裁
判
所
は
、
二
〇
〇
一
年
一
二
月
一
三
日
の
判
決
に
よ
り
、
連
邦
通
常
裁
判
所
の
見
解
と
異
な
り
、
訪
問
取
引
指
令
は
無

制
限
に
不
動
産
与
信
契
約
に
適
用
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
と
判
断
し（
１７
）

た
。
消
費
者
信
用
指
令
は
訪
問
取
引
指
令
の
適
用
領
域
を
制
限
し
て

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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お
ら
ず
、
逆
に
両
指
令
は
別
の
保
護
目
的
を
有
し
、
競
合
し
て
適
用
さ
れ
る
と
。
従
っ
て
、
不
動
産
与
信
契
約
の
受
信
者
は
、
与
信
契

約
が
訪
問
取
引
と
し
て
締
結
さ
れ
た
場
合
に
は
、﹇
訪
問
取
引
﹈
指
令
五
条
に
よ
る
撤
回
権
を
有
す
る
と
。
指
令
の
成
立
史
に
ま
で
さ

か
の
ぼ
っ
た
ド
イ
ツ
政
府
の
一
部
は
非
常
に
複
雑
な
論
証
に
は
、
欧
州
司
法
裁
判
所
は
、
立
ち
入
ら
な
か
っ（
１８
）

た
。

欧
州
司
法
裁
判
所
の
第
二
の
重
要
な
内
容
は
以
下
の
点
に
見
い
だ
さ
れ
う
る
。
す
な
わ
ち
、
撤
回
権
の
行
使
可
能
期
間
は
、
そ
の
説

明
が
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
一
年
に
制
限
さ
れ
な
い
こ
と
で
あ
る
。
連
邦
通
常
裁
判
所
は
、
不
動
産
信
用
の
場
合
に
お
い
て
撤
回
権
の

行
使
期
間
制
限
が
許
容
さ
れ
る
か
に
つ
い
て
の
み
問
い
合
わ
せ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
欧
州
司
法
裁
判
所
は
、
全
く
一
般
的
な
形
で
、

す
べ
て
の
撤
回
権
に
つ
い
て
回
答
し
、
こ
こ
に
こ
の
判
決
の
重
要
さ
が
見
い
だ
さ
れ（
１９
）

る
。

５.

欧
州
司
法
裁
判
所
判
決
の
帰
結

欧
州
司
法
裁
判
所
の
判
決
に
続
き
、
ド
イ
ツ
で
は
、
こ
の
判
決
が
い
か
な
る
帰
結
を
有
す
べ
き
か
に
つ
い
て
議
論
が
な
さ
れ
た
。
そ

こ
に
は
、
い
ず
れ
も
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
に
根
本
的
な
問
題
が
か
か
わ
っ
て
い
た
。
考
察
の
対
象
と
な
っ
た
の
は
、
指
令
の
直
接
効
、
指
令

適
合
的
解（
２０
）

釈
、
さ
ら
に
は
国
家
責
任
の
問
題
で
あ
る
。
不
明
確
で
あ
っ
た
の
は
、
こ
の
判
決
が
ド
イ
ツ
法
を
ど
の
程
度
異
な
っ
た
風
に

解
釈
す
る
よ
う
命
じ
た
の
か
、
あ
る
い
は
、
立
法
者
の
行
為
ま
で
必
要
な
の
か
否
か
の
点
で
あ
る
。

ａ.

指
令
の
直
接
効

訪
問
取
引
指
令
の
直
接
的
第
三
者（
２１
）

効
は
、
水
平
的
関（
２２
）

係
で
は
排
除
さ
れ
て
い（
２３
）

る
。
消
費
者
は
、
国
内
法
化
が
な
い
場
合
に
、
直
接
当

該
指
令
を
援
用
で
き
な
い
こ
と
を
、
欧
州
司
法
裁
判
所
は
、
訪
問
取
引
指
令
に
関
す
る
フ
ァ
ッ
チ
ー
ニ
・
ド
ー
リ
判（
２４
）

決
で
確
認
し
て
い

（
２５
）

る
。
欧
州
司
法
裁
判
所
の
考
え
に
よ
れ
ば
、
加
盟
国
の
裁
判
所
は
公
権
力
の
担
い
手
と
し
て
、
欧
州
連
合
条
約
一
〇
条
に
よ
り
、
当
該

指
令
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
、
国
内
法
の
解
釈
を
指
令
の
文
言
と
目
的
に
で
き
る
だ
け
合
わ
せ
る
義
務
を
負
っ
て
い
る
か
ら
、
直

翻 訳
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接
効
は
必
要
で
な
い
と
さ
れ
る
。

ｂ.

指
令
適
合
的
解
釈

し
か
し
、
ど
の
程
度
ド
イ
ツ
法
を
指
令
適
合
的
に
解
釈
す
る
必
要
が
あ
る
の
か
、
ま
た
解
釈
で
き
る
の
か
が
問
題
と
な
っ（
２６
）

た
。
指
令

適
合
的
解
釈
は
、
従
来
の
解
釈
方
法
の
基
準
と
並
ん
で
、
い
わ
ば
そ
れ
ら
に
覆
い
か
ぶ
さ
る
解
釈
方
法
と
し
て
現
れ（
２７
）

る
。
指
令
適
合
的

解
釈
の
対
象
は
、
民
法
（
旧
）
三
一
二
ａ
条
で
あ
ろ
う
。
こ
の
規
定
は
、
通
説
に
よ
っ
て
、
以
下
の
よ
う
に
理
解
さ
れ
て
い
た
。
す
な

わ
ち
、
消
費
者
消
費
貸
借
契
約
の
規
定
に
、
訪
問
取
引
の
規
定
に
対
す
る
優
先
が
与
え
ら
れ
、
不
動
産
信
用
に
対
し
て
旧
消
費
者
信
用

法
規
定
の
適
用
が
制
限
さ
れ
る
場
合
に
も
、
訪
問
取
引
の
規
定
に
よ
る
撤
回
権
は
与
え
ら
れ
な
い
と
さ
れ
た
。

あ
る
考
え
に
よ
れ
ば
、
こ
の
優
先
ル
ー
ル
は
、
今
や
指
令
適
合
的
に
解
釈
さ
れ
ね
ば
な
ら
ず
、
旧
消
費
者
信
用
法
の
適
用
が
制
限
さ

れ
る
場
合
、
特
に
撤
回
権
が
排
除
さ
れ
る
場
合
に
は
、
も
は
や
先
の
排
斥
的
優
先
﹇
効
﹈
は
生
じ
な
い（
２８
）

と
。
か
よ
う
な
解
釈
に
よ
っ
て
、

同
時
に
訪
問
取
引
で
も
あ
る
よ
う
な
不
動
産
信
用
に
お
い
て
い
ま
や
撤
回
権
が
与
え
ら
れ
る
こ
と
が
確
保
さ
れ
る
と
。
か
よ
う
な
解
釈

の
可
能
性
を
支
持
す
る
も
の
と
し
て
、
民
法
（
旧
）
三
一
二
ａ
条
の
文
言
が
一
義
的
で
は
な
く
別
の
見
方
を
十
分
許
す
こ
と
が
援
用
さ

れ
る
。
さ
ら
に
、
以
前
か
ら
、
消
費
者
信
用
法
の
優
先
効
を
、
消
費
者
が
そ
れ
に
よ
っ
て
訪
問
取
引
に
よ
る
保
護
を
、
と
り
わ
け
撤
回

権
を
失
わ
な
い
場
合
に
の
み
承
認
し
よ
う
と
す
る
批
判
的
見
解
が
あ
っ（
２９
）

た
。

別
の
考
え
に
よ
れ
ば
、
か
よ
う
な
指
令
適
合
的
解
釈
は
不
可
能
で
あ
る
と
い（
３０
）

う
。
か
よ
う
な
解
釈
は
、
指
令
適
合
的
解
釈
も
無
視
し

え
な
い
、
立
法
者
の
規
律
目
的
と
明
ら
か
に
矛
盾
す
る
か
ら
だ
と
。

指
令
適
合
的
解
釈
の
も
う
ひ
と
つ
の
対
象
は
、
債
務
法
現
代
化
法
に
よ
り
導
入
さ
れ
た
民
法
三
五
五
条
三
項
の
規
定
で
あ
ろ
う
。
こ

れ
に
よ
れ
ば
、
撤
回
権
の
行
使
は
、
説
明
が
な
い
場
合
で
も
、
六
ヶ
月
に
制
限
さ
れ
る
。
訪
問
取
引
に
関
し
て
は
、
こ
の
規
定
は
、
も

は
や
訪
問
取
引
指
令
の
モ
デ
ル
に
適
合
し
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
民
法
（
旧
）
三
五
五
条
三（
３１
）

項
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
指
令
法
違
反
で
あ
っ

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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た
。
通
説
に
よ
れ
ば
、
一
義
的
文
言
の
場
合
に
は
、
指
令
適
合
的
解
釈
は
も
は
や
不
可
能
で
あ（
３２
）

る
。
し
か
し
ま
た
、
か
よ
う
な
解
釈
が

当
該
規
範
の
文
言
や
目
的
に
反
す
る
場
合
で
も
、
共
同
体
法
違
反
を
除
去
す
る
た
め
に
目
的
論
的
縮
減
が
許
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
主

張
す
る
見
解
も
あ（
３３
）

る
。

指
令
適
合
的
解
釈
の
問
題
に
お
い
て
、
そ
れ
が
際
限
な
く
用
い
う
る
わ
け
で
は
な
い
こ
と
に
注
意
す
べ
き
で
あ
る
。
重
要
な
制
限
は
、

加
盟
国
の
解
釈
規
則
か
ら
生
ず
る
。
法
的
制
限
は
、
加
盟
国
の
規
定
の
文
章
表
現
や
、
当
該
加
盟
国
に
お
い
て
基
準
と
な
る
解
釈
方
法

や
継
続
形
成
方
法
に
依
存
す（
３４
）

る
。

ｃ.

ド
イ
ツ
連
邦
共
和
国
の
国
家
責
任

こ
の
問
題
に
お
け
る
ド
イ
ツ
法
の
指
令
適
合
的
解
釈
は
若
干
の
論
者
に
よ
り
不
可
能
と
考
え
ら
れ
た
た
め
、
ド
イ
ツ
連
邦
共
和
国
の

国
家
責
任
が
と
り
わ
け
銀
行
側
か
ら
要
求
さ
れ
た
。
加
盟
国
が
欧
州
共
同
体
条
約
二
四
九
条
三
項
に
よ
る
指
令
の
国
内
法
化
の
義
務
を

履
行
せ
ず
、
当
該
指
令
で
命
ぜ
ら
れ
て
い
る
目
的
が
裁
判
所
に
よ
る
国
内
法
の
解
釈
に
よ
っ
て
達
成
で
き
な
い
場
合
に
は
、
加
盟
国
は

以
下
の
三
つ
の
要
件
の
下
で
共
同
体
法
に
よ
り
、
指
令
が
国
内
法
化
さ
れ
な
い
こ
と
に
よ
り
市
民
に
生
じ
た
損
害
の
賠
償
義
務
を
負
う
。

す
な
わ
ち
、
当
該
指
令
に
よ
り
命
じ
ら
れ
た
目
的
が
市
民
へ
の
権
利
付
与
で
あ
る
こ
と
、
当
該
権
利
の
内
容
が
指
令
を
基
礎
と
し
て
特

定
で
き
る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
国
家
に
課
せ
ら
れ
た
義
務
の
違
反
と
発
生
し
た
損
害
と
の
間
に
因
果
関
係
が
存
在
す
る
こ
と
で
あ
る
。

か
よ
う
な
場
合
に
は
、
国
内
裁
判
所
は
被
害
者
の
損
害
賠
償
請
求
を
国
家
の
責
任
法
の
枠
内
で
確
保
す
る
必
要
が
あ（
３５
）

る
。

さ
ら
に
、
本
判
決
に
遡
及
効
が
与
え
ら
れ
る
か
否
か
が
問
題
と
な
る
。
こ
の
点
に
つ
き
、
欧
州
司
法
裁
判
所
は
、
欧
州
共
同
体
条
約

二
三
四
条
に
よ
る
付
託
問
題
へ
の
回
答
に
際
し
、
新
た
な
法
を
作
り
出
す
の
で
は
な
く
、
規
定
の
意
義
と
射
程
を
解
明
す
る
に
す
ぎ
な

い
と
い
う
こ
と
が
注
意
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
欧
州
司
法
裁
判
所
は
例
外
的
場
合
に
判
決
が
将
来
に
向
か
っ
て
の
効
果
の

み
を
有
す
る
に
す
ぎ
な
い
と
述
べ
た
こ
と
が
あ
っ
た
。
し
か
し
﹇
本
判
決
は
﹈
か
よ
う
な
例
外
的
事
例
で
は
な
か
っ
た
か
ら
、
本
判
決

翻 訳
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は
一
九
九
一
年
一
月
一
日
以
降
に
撤
回
権
の
存
在
を
説
明
さ
れ
ず
に
訪
問
取
引
と
し
て
締
結
さ
れ
た
す
べ
て
の
不
動
産
信
用
契
約
に
効

力
を
及
ぼ
す
。

６.

二
〇
〇
二
年
四
月
九
日
の
連
邦
通
常
裁
判
所
判
決
（A

z.X
I

Z
R

91/99

）

連
邦
通
常
裁
判
所
は
、
こ
の
判
決
で
、
国
内
法
規
定
の
指
令
適
合
的
解
釈
が
ど
の
程
度
ま
で
許
さ
れ
る
か
、
文
言
に
よ
る
制
約
が
解

釈
に
よ
る
修
正
を
不
可
能
と
さ
せ
る
の
は
ど
の
よ
う
な
場
合
か
を
測
定
し
よ
う
と
し
た
。
結
果
と
し
て
、
指
令
の
不
正
確
な
国
内
法
化

に
よ
る
国
家
責
任
に
も
と
づ
き
ド
イ
ツ
連
邦
共
和
国
に
対
し
て
損
害
賠
償
請
求
が
成
立
す
る
か
も
し
れ
な
い
。
こ
の
よ
う
に
広
範
囲
に

及
び
、
ま
た
財
政
的
に
も
そ
う
で
あ
る
よ
う
な
影
響
ゆ
え
に
、
本
判
決
は
緊
張
を
も
っ
て
待
ち
受
け
ら
れ
た
。
連
邦
通
常
裁
判
所
は
、

結
局
の
と
こ
ろ
、
誰
が
当
該
指
令
の
瑕
疵
あ
る
国
内
法
化
の
責
任
を
負
う
の
か
、
誰
が
そ
の
瑕
疵
に
よ
り
初
め
て
可
能
と
な
っ
た
販
売

方
法
の
経
済
的
つ
け
を
負
担
す
る
の
か
、
に
つ
い
て
判
断
せ
ね
ば
な
ら
な
か
っ
た
。

連
邦
通
常
裁
判
所
は
、
訪
問
取
引
撤
回
法
五
条
二
項
（
民
法
（
新
）
三
一
二
ａ
条
）
を
解
釈
可
能
と
す
る
こ
と
に
よ
り
、
指
令
適
合

的
解
釈
を
採
用
し（
３６
）

た
。
連
邦
通
常
裁
判
所
の
見
解
に
よ
れ
ば
、
撤
回
権
に
関
す
る
五
条
二
項
の
補
充
性
条
項
は
、
具
体
的
事
案
で
消
費

者
信
用
法
も
ま
た
撤
回
権
を
与
え
る
場
合
に
の
み
介
入
す
る
も
の
と
さ
れ
た
。
本
件
事
案
の
よ
う
に
、
撤
回
権
が
消
費
者
信
用
法
三
条

二
項
二
号
（
民
法
（
新
）
四
九
一
条
三
項
一
号
）
に
よ
り
排
除
さ
れ
る
場
合
に
は
、
訪
問
取
引
撤
回
法
一
条
の
規
定
が
な
お
適
用
可
能

と
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。

か
よ
う
な
解
釈
は
、
文
言
と
そ
こ
で
の
解
釈
余
地
を
考
慮
し
て
も
、
可
能
と
さ
れ
た
。
連
邦
通
常
裁
判
所
は
こ
の
よ
う
に
し
て
訪
問

取
引
の
形
で
の
不
動
産
信
用
に
お
い
て
撤
回
権
が
存
続
す
べ
き
で
あ
る
と
す
る
、
以
前
か
ら
出
さ
れ
て
い
た
少
数
説
に
、
指
令
適
合
的

解
釈
と
い
う
方
法
に
よ
り
、
従
う
。
立
法
者
は
お
そ
ら
く
意
識
的
に
指
令
違
反
を
引
き
受
け
た
わ
け
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
ら
、
立
法
者

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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の
意
思
も
か
よ
う
な
解
釈
の
妨
げ
と
な
ら
な
い
と
し
た
。

連
邦
通
常
裁
判
所
は
、
本
件
事
案
で
は
原
告
は
行
使
期
間
制
限
内
に
消
費
貸
借
契
約
を
撤
回
し
て
い
た
の
で
、
撤
回
権
の
行
使
期
間

制
限
の
問
題
に
つ
い
て
判
断
す
る
必
要
は
な
か
っ
た
。

７.

二
〇
〇
二
年
八
月
一
日
の
債
務
法
改
革
の
補
正
法

欧
州
司
法
裁
判
所
の
ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
判
決
と
そ
れ
に
続
く
連
邦
通
常
裁
判
所
の
判
決
は
、
関
連
諸
規
定
を
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
に
適
合
さ

せ
る
た
め
に
大
急
ぎ
で
公
布
さ
れ
た
新
法
に
導
い
た
。
立
法
者
は
、
上
級
ラ
ン
ト
裁
判
所
に
お
け
る
弁
護
士
代
理
法
を
変
更
す
る（
３７
）

法
に
、

民
法
典
に
お
け
る
消
費
者
法
に
か
か
わ
る
規
定
の
多
く
の
変
更
を
収
容
し（
３８
）

た
。
変
更
は
第
一
に
民
法
三
一
二
ａ
条
に
お
け
る
補
充
性
条

項
に
関
し
て
で
あ
っ
た
。
新
規（
３９
）

定
は
、
訪
問
取
引
指
令
の
保
護
レ
ベ
ル
が
低
下
し
な
い
よ
う
確
保
し
て
い
る
。
金
融
機
関
と
消
費
者
の

間
の
不
動
産
消
費
貸
借
契
約
に
つ
い
て
、
こ
の
こ
と
は
以
下
の
こ
と
を
意
味
す
る
。
す
な
わ
ち
当
該
契
約
は
民
法
四
九
五
条
に
よ
る
撤

回
権
の
支
配
を
受
け
る
こ
と
で
あ
る
。
不
動
産
消
費
貸
借
契
約
に
お
け
る
撤
回
を
一
般
的
に
排
除
し
て
い
た
、
民
法
（
旧
）
四
九
一
条

三
項
一
号
に
お
け
る
制
限
は
、
な
く
な
っ
た
。
そ
の
代
わ
り
に
、
訪
問
取
引
で
は
な
い
場
合
に
、
撤
回
権
は
民
法
五
〇
六
条
三
項
に
よ

り
、
特
別
な
書
面
に
よ
る
合
意
で
排
除
さ
れ
う
る
こ
と
と
な
る
。
不
動
産
信
用
に
関
す
る
撤
回
権
を
任
意
法
と
し
た
点
は
、
さ
し
あ
た

り
二
〇
〇
五
年
六
月
三
〇
日
ま
で
の
も
の
と
さ
れ
て
い（
４０
）

る
。

立
法
者
は
さ
ら
に
民
法
三
五
五
条
三
項
三
文
に
以
下
の
よ
う
な
新
規
定
を
付
加
し
た
。
す
な
わ
ち
、
消
費
者
が
撤
回
権
の
存
在
に
つ

き
説
明
を
受
け
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
当
該
撤
回
権
は
﹇
説
明
を
受
け
て
い
れ
ば
本
来
消
滅
す
る
は
ず
の
﹈
六
ヶ
月
を
経
過
し
て
も
消

滅
し
な
い
。
も
し
そ
う
し
な
け
れ
ば
消
費
者
の
撤
回
権
が
無
制
限
に
存
続
す
る
こ
と
に
な
る
か
ら
行
使
期
間
を
設
け
る
こ
と
で
法
的
安

定
を
も
た
ら
そ
う
と
し
た
立
法
者
の
考
え
は
こ
の
三
文
の
追
加
で
放
棄
さ
れ（
４１
）

た
。

翻 訳
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８.

ま

と

め

不
動
産
信
用
契
約
に
お
け
る
撤
回
権
を
め
ぐ
る
議
論
は
、
ま
ず
、
国
内
法
に
対
す
る
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
の
影
響
が
い
か
に
強
い
か
を
よ

り
一
層
示
し
て
い
る
。
連
邦
通
常
裁
判
所
の
先
決
裁
定
付
託
に
対
す
る
欧
州
司
法
裁
判
所
の
判
決
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
次
元
で
の
消
費
者

保
護
に
関
わ
る
諸
指
令
の
国
内
法
化
に
際
し
て
、
国
家
の
独
自
性
や
利
害
は
背
景
に
退
く
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。
指
令
の
文
言

に
反
す
る
形
で
消
費
者
の
権
利
を
制
限
す
る
こ
と
は
、
欧
州
司
法
裁
判
所
に
よ
り
、
将
来
も
甘
受
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
だ
ろ
う
。
消
費

者
保
護
法
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
の
原
動
力
と
な
っ
て
お
り
、
国
内
の
民
事
法
に
広
範
な
影
響
を
与
え
て
い
る
既
存
の
﹇
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
﹈

諸
ル
ー
ル
は
欧
州
司
法
裁
判
所
に
よ
り
、
疑
わ
し
い
場
合
に
は
消
費
者
に
有
利
に
解
釈
さ
れ
よ
う
。

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
第
二
次
法
の
国
内
法
化
の
検
討
の
断
片
的
性
格
は
む
し
ろ
懐
疑
的
に
評
価
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
と
国

内
法
の
複
雑
な
競
合
、
国
内
裁
判
所
の
付
託
と
（
国
内
裁
判
所
が
拘
束
さ
れ
る
）
欧
州
司
法
裁
判
所
の
判
決
の
複
雑
な
競
合
を
考
慮
す

る
と
、
当
事
者
の
組
織
だ
っ
た
行
動
が
さ
ら
に
熟
考
さ
れ
る
こ
と
が
不
可
欠
と
思
わ
れ
る
。
指
令
適
合
的
解
釈
は
時
に
は
裁
判
所
に
よ

る
法
創
造
に
至
る
が
、
こ
れ
は
本
来
立
法
者
に
ゆ
だ
ね
ら
れ
る
べ
き
こ
と
な
の
で
あ
ろ
う
。

さ
ら
に
、
消
費
貸
借
契
約
の
解
除
に
よ
る
ま
き
も
ど
し
が
ど
の
よ
う
に
形
成
さ
れ
る
か
に
注
目
す
る
必
要
が
あ
る
。
ま
き
も
ど
し
の

効
果
は
多
く
の
点
で
な
お
不
明
確
で
あ
り
、
新
た
に
議
論
の
出
発
点
と
も
な
ろ
（
４２
）

う
。
特
に
、
利
息
支
払
、
賃
貸
利
益
喪
失
、
税
負
担
、

管
理
費
用
を
ど
う
考
慮
す
る
べ
き
か
の
問
題
が
困
難
と
思
わ
れ（
４３
）

る
。
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解

説

�.

ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
事
件
の
経
緯

シ
ェ
ー
ン
論
文
が
明
ら
か
に
し
て
い
る
よ
う
に
、
問
題
は
不
動
産
取
得
に
関
連
し
た
不
動
産
担
保
権
付
消
費
者
金
融
が
訪
問
取
引
の

状
況
で
な
さ
れ
た
場
合
の
撤
回
権
の
成
否
で
あ
る
が
、
関
係
す
る
指
令
と
そ
れ
に
対
応
す
る
ド
イ
ツ
法
の
状
況
が
時
を
異
に
し
て
複
雑

に
入
り
組
み
、
し
か
も
、
関
与
す
る
ア
ク
タ
ー
が
、
訴
訟
当
事
者
を
は
じ
め
と
し
て
、
ド
イ
ツ
の
下
級
審
、
連
邦
通
常
裁
判
所
、
欧
州

司
法
裁
判
所
、
ド
イ
ツ
の
立
法
者
と
多
彩
で
あ
る
。
ま
た
、
理
論
的
問
題
と
し
て
も
、
指
令
が
加
盟
国
に
対
し
て
持
つ
意
味
、
先
決
裁

定
手
続
の
位
置
づ
け
、
指
令
適
合
的
解
釈
の
限
界
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。
事
件
の
経
過
は
シ
ェ
ー
ン
論
文
が
要
約
し
て
い
る
と
こ
ろ
で

あ
る
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
ア
ク
タ
ー
が
ど
う
行
動
し
た
か
が
ま
ず
重
要
と
考
え
ら
れ
る
の
で
、
重
複
を
い
と
わ
ず
、
事
件
の
経
緯
を
以
下

に
ま
と
め
る
。

１.

判

決

一
九
九
九
年
一
一
月
二
九
日
の
連
邦
通
常
裁
判
所
決
定
（
い
わ
ゆ
る
第
一
ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
判
決
）（
要（
４４
）

約
）

付
託
事
項
１

訪
問
取
引
指
令
は
不
動
産
信
用
契
約
を
も
カ
バ
ー
す
る
か
、
訪
問
取
引
指
令
に
、
撤
回
権
に
つ
い
て
、
消
費
者
信
用
指
令
に
対
す
る

優
先
が
与
え
ら
れ
る
か
？

翻 訳
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付
託
事
項
２

先
の
問
を
裁
判
所
が
肯
定
す
る
場
合
に
、
国
内
立
法
者
は
訪
問
取
引
指
令
に
よ
り
、
消
費
者
信
用
法
七
条
二
項
三
文
に
規
定
が
あ
る

撤
回
権
の
行
使
期
間
制
限
を
、
訪
問
取
引
が
不
動
産
信
用
供
与
を
対
象
と
し
、
指
令
四
条
が
規
定
す
る
と
こ
ろ
の
説
明
が
な
さ
れ
て
い

な
い
場
合
に
も
適
用
す
る
こ
と
を
妨
げ
ら
れ
る
か
？

�.

ま
ず
、
本
件
の
場
合
に
、
訪
問
取
引
撤
回
法
に
よ
る
撤
回
権
が
、
不
動
産
信
用
に
適
用
可
能
な
消
費
者
信
用
法
が
訪
問
撤
回

法
の
適
用
を
排
除
し
て
い
る
か
ら
、
存
在
し
な
い
の
で
は
な
い
か
と
い
う
問
題
を
扱
う
。

１.

消
費
者
信
用
法
七
条
に
よ
る
撤
回
権
が
原
告
に
存
し
な
い
こ
と
は
疑
い
な
い
。
本
件
の
よ
う
に
、
不
動
産
担
保
の
つ
い
た
信

用
は
、
消
費
者
信
用
法
三
条
二
項
二
号
に
よ
り
、
七
条
の
適
用
が
排
除
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。

２.

訪
問
取
引
撤
回
法
一
条
に
よ
る
撤
回
は
、
訪
問
取
引
撤
回
法
五
条
二
項
の
優
先
規
律
に
よ
り
排
除
さ
れ
て
い
る
。

a）

従
来
、
本
件
の
よ
う
に
、
消
費
者
信
用
法
に
よ
る
撤
回
権
が
排
除
さ
れ
る
場
合
に
も
、
訪
問
取
引
撤
回
法
に
戻
る
こ
と
が
排
除

さ
れ
る
か
否
か
は
、
連
邦
通
常
裁
判
所
レ
ベ
ル
で
は
明
ら
か
で
は
な
か
っ
た
。

aa）

一
部
の
学
説
は
、
訪
問
取
引
撤
回
法
五
条
二
項
に
よ
り
訪
問
取
引
撤
回
法
が
排
除
さ
れ
る
の
は
、
優
先
適
用
さ
れ
る
法
が
、
同

等
の
保
護
を
与
え
る
場
合
に
の
み
で
あ
る
と
す
る
。

bb）

通
説
は
、
消
費
者
信
用
法
三
条
二
項
の
よ
う
に
、
消
費
者
信
用
法
の
個
別
規
定
の
適
用
を
排
除
し
て
い
る
場
合
に
は
、
ど
ち
ら

の
法
に
よ
っ
て
も
撤
回
権
は
与
え
ら
れ
な
い
と
す
る
。

cc）

下
級
審
レ
ベ
ル
で
は
従
来
後
者
の
考
え
が
採
ら
れ
て
き
た
。

b）

当
審
も
こ
の
通
説
を
採
用
す
る
。

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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aa）

文
言
か
ら
は
、
少
数
説
の
よ
う
な
制
限
は
読
み
取
れ
な
い
。

bb）

通
説
の
解
釈
は
、
不
動
産
信
用
に
撤
回
権
を
認
め
る
こ
と
を
不
都
合
と
考
え
た
立
法
者
意
思
に
対
応
す
る
。

撤
回
権
に
よ
り
厳
密
な
再
金
融
が
危
殆
化
さ
れ
る
。

cc）

関
連
規
範
の
意
義
と
目
的
は
、
少
数
説
が
言
う
よ
う
な
目
的
論
的
縮
減
を
命
ず
る
も
の
で
は
な
い
。

正
確
な
再
金
融
の
要
請
、
コ
ス
ト
面
か
ら
の
理
由
は
、
不
動
産
金
融
に
訪
問
取
引
の
要
素
が
加
わ
っ
て
も
変
化
し
な
い
。

c）

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
共
同
体
法
の
消
費
者
保
護
規
定
は
、
当
審
の
考
え
に
よ
れ
ば
、
前
述
の
解
釈
以
外
を
要
求
す
る
も
の
で
は
な
い
が
、

疑
い
が
あ
る
の
で
、
欧
州
司
法
裁
判
所
に
付
託
す
る
。

aa）

消
費
者
信
用
指
令
に
は
撤
回
権
の
規
定
は
な
い
。

bb）

訪
問
取
引
指
令
は
、
な
る
ほ
ど
不
動
産
信
用
を
明
示
に
排
除
し
て
い
な
い
が
、
一
定
の
訪
問
取
引
の
類
型
に
撤
回
権
を
与
え
な

い
こ
と
を
排
除
し
て
い
る
の
で
も
な
い
。
消
費
者
信
用
指
令
の
立
法
過
程
か
ら
、
消
費
者
信
用
取
引
は
、
訪
問
取
引
の
該
当
す
る
場
合

で
も
、
独
自
に
規
律
で
き
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
た
。
当
審
に
よ
れ
ば
、
し
た
が
っ
て
国
内
立
法
者
は
、
訪
問
取
引
の
状
況
に
由
来

す
る
不
動
産
信
用
に
つ
き
撤
回
権
を
排
除
す
る
こ
と
を
妨
げ
ら
れ
な
い
。

�.

欧
州
司
法
裁
判
所
が
第
一
の
問
を
肯
定
し
た
場
合
、
当
審
と
し
て
は
、
消
費
者
信
用
法
七
条
二
項
三
文
に
よ
り
、
契
約
締
結

後
一
年
で
撤
回
権
は
消
滅
す
る
か
、
説
明
の
な
い
撤
回
権
の
行
使
制
限
を
規
定
し
て
い
な
い
訪
問
取
引
指
令
が
そ
れ
に
対
抗
す
る
か
が

問
題
と
な
る
。

こ
の
点
に
つ
き
、
も
っ
ぱ
ら
訪
問
取
引
撤
回
法
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
と
す
る
学
説
が
あ
る
。

し
か
し
、
当
審
は
こ
の
見
解
に
従
う
こ
と
を
欲
し
な
い
。

立
法
者
も
不
動
産
信
用
に
つ
い
て
は
撤
回
権
が
適
合
し
な
い
と
考
え
た
の
だ
か
ら
、
時
間
的
に
制
限
す
る
こ
と
が
説
得
的
で
あ
る
。

翻 訳
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二
〇
〇
一
年
七
月
一
二
日
の
ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
事
件
担
当
の
裁
判
所
補
佐
官
の
最
終
報
告
（
要
約
）

不
動
産
信
用
契
約
に
対
す
る
訪
問
取
引
指
令
の
適
用
可
能
性
（
第
一
問
の
前
半
部
分
）

２７

訪
問
取
引
指
令
三
条
二
項
ａ
は
、
不
動
産
の
建
築
、
売
却
、
賃
貸
に
関
す
る
契
約
と
不
動
産
に
関
す
る
そ
の
他
の
権
利
に
関
す

る
契
約
を
そ
の
適
用
領
域
か
ら
排
除
し
て
い
る
。

３０

訪
問
取
引
指
令
三
条
二
項
は
、
そ
の
文
言
上
、
不
動
産
信
用
契
約
を
そ
の
適
用
領
域
か
ら
排
除
し
て
い
な
い
。
さ
ら
に
消
費
者

信
用
指
令
二
条
一
項
ａ
は
、
既
存
の
ま
た
は
こ
れ
か
ら
建
築
さ
れ
る
べ
き
建
物
の
所
有
権
を
取
得
ま
た
は
維
持
す
る
目
的
の
信
用
契
約

に
は
適
用
さ
れ
な
い
こ
と
を
明
記
す
る
。

第
一
に
、
確
定
判
例
に
よ
れ
ば
、
指
令
に
根
拠
の
あ
る
個
人
の
権
利
の
例
外
は
厳
格
に
解
釈
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。

第
二
に
、
訪
問
取
引
指
令
の
起
草
者
が
信
用
契
約
を
指
令
の
妥
当
領
域
か
ら
排
除
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
点
を
、
消
費
者

信
用
指
令
が
し
て
い
る
よ
う
に
、
そ
の
旨
を
明
示
に
指
令
中
に
記
載
し
た
は
ず
で
あ
る
と
い
う
こ
と
が
言
え
よ
う
。

３１

私
は
、
信
用
契
約
は
、
訪
問
取
引
指
令
三
条
二
項
ａ
に
は
含
ま
れ
な
い
と
い
う
考
え
で
あ
る
。
不
動
産
担
保
権
の
負
担
の
あ
る

住
居
購
入
の
た
め
の
不
動
産
信
用
契
約
は
、
そ
れ
が
不
動
産
に
対
す
る
物
権
を
発
生
さ
せ
る
と
い
う
理
由
で
、
不
動
産
権
に
関
す
る
契

約
で
あ
る
と
す
る
ス
ペ
イ
ン
政
府
の
見
解
に
は
与
し
な
い
。

す
な
わ
ち
、
信
用
契
約
の
対
象
と
不
動
産
購
入
を
混
同
し
て
は
な
ら
な
い
。

訪
問
取
引
指
令
五
条
の
適
用
可
能
性
（
第
一
問
の
後
半
）

４３

付
託
裁
判
所
は
、
二
つ
の
指
令
の
優
先
関
係
を
問
う
て
い
る
。
し
か
し
、
私
見
に
よ
れ
ば
、
こ
の
概
念
の
使
用
は
、
も
っ
ぱ
ら

国
内
法
に
存
在
す
る
問
題
に
帰
着
す
る
。

４４

消
費
者
信
用
法
は
、
消
費
者
信
用
指
令
よ
り
も
先
に
進
ん
で
い
る
。
指
令
は
撤
回
権
の
規
定
が
な
い
。
こ
れ
に
対
し
、
消
費
者

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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信
用
法
は
撤
回
権
を
与
え
て
い
る
。

４７

本
件
で
は
、
消
費
者
信
用
指
令
の
二
条
一
項
ａ
は
適
用
さ
れ
な
い
。
二
つ
の
指
令
の
間
で
の
優
先
と
い
う
問
題
は
両
者
が
適
用

可
能
な
場
合
に
提
示
し
う
る
。
し
か
し
、
そ
れ
は
本
件
で
は
当
て
は
ま
ら
な
い
。

４８

し
た
が
っ
て
、
私
は
、
訪
問
取
引
指
令
に
規
定
の
あ
る
撤
回
権
は
、
訪
問
取
引
の
要
件
を
満
た
す
不
動
産
信
用
に
適
用
可
能
で

あ
る
と
い
う
考
え
で
あ
る
。

撤
回
権
の
行
使
期
間
制
限
の
問
題
と
、
共
同
体
法
上
の
、
消
費
者
へ
の
説
明
要
件
（
第
二
問
）

５７

訪
問
取
引
指
令
は
、
行
使
期
間
制
限
を
消
費
者
が
説
明
を
受
け
た
場
合
に
つ
い
て
の
み
明
示
に
規
定
し
て
い
る
。

５８

す
な
わ
ち
、
説
明
を
受
け
な
い
場
合
の
行
使
期
間
制
限
を
含
ん
で
い
な
い
。
こ
の
よ
う
な
場
合
に
、
加
盟
国
が
適
切
な
措
置
を

消
費
者
保
護
の
た
め
に
講
ず
る
こ
と
を
指
示
す
る
だ
け
で
あ
る
。

６２

本
件
で
、
国
内
法
に
お
い
て
規
定
さ
れ
て
い
る
一
年
の
制
限
は
、
説
明
義
務
の
拘
束
的
性
格
と
調
和
し
な
い
。

二
〇
〇
一
年
一
二
月
一
三
日
の
欧
州
司
法
裁
判
所
判
決
（
要
約
）

第
一
の
問

２７

訪
問
取
引
指
令
の
第
四
、
第
五
前
加
理
由
が
、
事
業
所
以
外
で
の
契
約
締
結
に
伴
う
不
意
打
ち
の
要
素
に
言
及
し
て
い
る
。

３０

ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
夫
妻
、
フ
ラ
ン
ス
、
イ
タ
リ
ア
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
各
政
府
、
欧
州
委
員
会
は
、
指
令
三
条
二
項
ａ
が
規
定
す
る

適
用
除
外
に
不
動
産
信
用
契
約
は
当
て
は
ま
ら
な
い
と
考
え
る
の
に
対
し
、
被
告
銀
行
、
ド
イ
ツ
、
ス
ペ
イ
ン
各
政
府
は
、
不
動
産
信

用
契
約
が
、
実
質
的
に
、
不
動
産
に
か
か
わ
る
権
利
を
目
的
と
す
る
契
約
で
あ
る
と
主
張
す
る
。

３１

ま
ず
、
共
同
体
法
上
の
消
費
者
保
護
規
定
の
例
外
は
厳
格
に
解
釈
さ
れ
る
べ
き
こ
と
は
確
定
判
例
で
あ
る
。
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３２

第
二
に
、
不
動
産
信
用
契
約
は
、
不
動
産
に
か
か
わ
る
権
利
と
、
当
該
信
用
が
不
動
産
の
負
担
に
よ
っ
て
担
保
さ
れ
て
い
る
と

い
う
形
で
、
結
び
つ
い
て
は
い
る
が
、
こ
の
特
徴
は
、
不
動
産
信
用
契
約
を
指
令
三
条
二
項
ａ
が
規
定
す
る
不
動
産
に
か
か
わ
る
権
利

を
目
的
と
す
る
契
約
と
す
る
に
は
不
十
分
で
あ
る
。

３９

消
費
者
信
用
指
令
の
前
加
理
由
に
も
規
定
に
も
、
共
同
体
立
法
が
、
指
令
制
定
の
際
に
、
不
動
産
信
用
契
約
に
訪
問
取
引
指
令

に
よ
る
保
護
を
制
限
す
る
た
め
に
、
そ
の
適
用
領
域
を
制
限
し
た
手
が
か
り
は
な
い
。

４０

し
た
が
っ
て
、
訪
問
取
引
指
令
は
、
本
件
の
よ
う
な
不
動
産
信
用
契
約
に
適
用
可
能
と
解
釈
さ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
消
費
者
は
、

指
令
五
条
の
撤
回
権
を
有
す
る
。

第
二
の
問

４２

ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
夫
妻
と
フ
ラ
ン
ス
政
府
、
欧
州
委
員
会
は
、
撤
回
権
の
説
明
が
な
い
場
合
に
は
、
訪
問
取
引
指
令
は
、
権
利
行

使
期
間
の
制
限
を
定
め
て
い
な
い
と
す
る
。
指
令
五
条
は
、
説
明
を
受
け
て
い
な
く
と
も
契
約
締
結
後
一
年
に
行
使
期
間
を
制
限
す
る

国
内
法
措
置
を
排
除
す
る
と
。
指
令
五
条
が
規
定
す
る
七
日
間
の
最
低
保
障
期
間
は
、
書
面
で
の
説
明
を
受
け
て
か
ら
進
行
す
る
と
解

す
べ
き
だ
と
。

４３

被
告
銀
行
、
ド
イ
ツ
、
イ
タ
リ
ア
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
各
政
府
は
、
訪
問
取
引
指
令
四
条
は
説
明
が
与
え
ら
れ
な
い
場
合
の
適
当

な
消
費
者
保
護
措
置
を
加
盟
国
に
確
保
す
る
よ
う
命
じ
て
い
る
か
ら
、
加
盟
国
は
五
条
の
撤
回
権
が
行
使
さ
れ
る
べ
き
期
間
を
一
年
に

制
限
す
る
自
由
を
有
す
る
と
主
張
す
る
。
さ
ら
に
、
仮
に
指
令
が
撤
回
権
の
時
間
的
制
限
を
命
じ
て
い
な
い
と
し
て
も
、
法
的
安
定
の

観
点
が
行
使
期
間
の
制
限
を
要
求
す
る
と
。

４５

訪
問
取
引
指
令
は
、
撤
回
権
の
最
低
七
日
間
の
行
使
期
間
は
、
撤
回
権
の
説
明
時
点
か
ら
算
定
さ
れ
る
こ
と
を
明
記
す
る
。
こ

れ
ら
の
規
定
は
、
消
費
者
は
、
説
明
を
受
け
て
い
な
い
権
利
を
行
使
し
得
な
い
こ
と
か
ら
説
明
さ
れ
る
。

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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４６

指
令
五
条
の
文
言
と
目
的
を
考
慮
す
る
と
、
指
令
四
条
三
項
を
、
加
盟
国
立
法
者
が
説
明
が
な
い
場
合
で
も
撤
回
権
行
使
を
一

年
に
制
限
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
解
釈
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

４７

法
的
安
定
の
観
点
か
ら
行
使
期
間
制
限
が
必
要
で
あ
る
と
す
る
主
張
に
対
し
て
は
、
指
令
が
明
示
に
消
費
者
に
与
え
た
保
護
の

制
限
を
含
む
か
ぎ
り
で
劣
後
す
べ
き
で
あ
る
。
説
明
義
務
を
果
た
す
こ
と
で
銀
行
は
法
的
安
定
を
容
易
に
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

４８

し
た
が
っ
て
、
加
盟
国
立
法
者
は
、
訪
問
取
引
指
令
に
よ
り
、
指
令
五
条
の
撤
回
権
を
指
令
四
条
の
説
明
が
な
さ
れ
て
い
な
い

場
合
に
締
結
か
ら
一
年
に
制
限
す
る
こ
と
を
妨
げ
ら
れ
る
。

二
〇
〇
二
年
四
月
九
日
の
連
邦
通
常
裁
判
所
（
い
わ
ゆ
る
第
二
ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
判
決
）（
要
約
）

判
決
要
旨

１

訪
問
取
引
法
五
条
二
項
は
、
欧
州
司
法
裁
判
所
二
〇
〇
一
年
一
二
月
一
三
日
判
決
を
考
慮
し
て
、
指
令
適
合
的
に
、
制
限
解
釈

さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。

２

そ
れ
に
よ
れ
ば
、
信
用
契
約
は
、
消
費
者
信
用
法
が
訪
問
取
引
撤
回
法
と
同
等
の
撤
回
権
を
与
え
な
い
場
合
に
は
、
訪
問
取
引

撤
回
法
五
条
二
項
の
意
味
で
の
「
消
費
者
信
用
法
に
よ
る
取
引
の
要
件
」
を
み
た
す
取
引
に
は
属
し
な
い
。

３

こ
の
こ
と
は
、
旧
訪
問
取
引
撤
回
法
一
条
一
項
の
意
味
で
の
訪
問
取
引
で
あ
る
す
べ
て
の
信
用
取
引
に
、
た
と
え
そ
れ
が
訪
問

取
引
指
令
の
意
味
で
の
訪
問
取
引
の
要
件
を
満
た
さ
な
い
と
し
て
も
、
妥
当
す
る
。

上
告
の
趣
旨
が
認
め
ら
れ
、
破
棄
差
戻
。

�

控
訴
審
は
、
原
告
の
撤
回
権
を
否
定
し
た
。
消
費
者
信
用
法
三
条
に
よ
る
適
用
除
外
が
介
入
す
る
か
ぎ
り
で
常
に
訪
問
取
引
撤
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回
法
が
現
れ
る
と
い
う
考
え
は
、
法
の
文
言
に
も
立
法
者
意
思
に
も
一
致
し
な
い
と
。
ま
た
、
立
法
者
は
不
動
産
信
用
契
約
に
お
け
る

撤
回
権
を
意
識
的
に
排
除
し
て
い
る
と
。
そ
う
で
な
け
れ
ば
、（
よ
い
条
件
で
の
利
息
が
由
来
し
て
い
る
と
こ
ろ
の
）
融
資
期
間
が
対

応
し
て
い
る
再
融
資
が
危
殆
化
さ
れ
て
し
ま
う
と
。

�

し
か
し
、
上
記
の
判
断
は
法
的
再
検
討
に
耐
え
え
な
い
。

確
か
に
、
そ
の
よ
う
な
解
釈
は
、
当
部
が
先
決
裁
定
付
託
決
定
を
し
た
際
に
も
っ
ぱ
ら
国
内
法
的
観
点
か
ら
擁
護
し
た
と
こ
ろ
と
同

じ
で
あ
る
。
し
か
し
、
訪
問
取
引
撤
回
法
は
、
訪
問
取
引
指
令
の
国
内
法
化
で
あ
り
、
訪
問
取
引
撤
回
法
の
規
定
は
、
指
令
適
合
的
に

解
釈
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。

当
部
は
、
こ
の
よ
う
な
解
釈
を
、
国
内
法
的
考
察
に
よ
っ
て
も
、
共
同
体
法
の
基
準
を
考
慮
し
て
も
、
同
様
と
し
た
。
し
か
し
、
な

お
残
る
疑
い
を
考
慮
し
て
、
欧
州
司
法
裁
判
所
に
付
託
し
た
。

１.

こ
の
よ
う
な
解
釈
結
果
に
加
盟
国
裁
判
所
は
拘
束
さ
れ
る
。
さ
ら
に
、
欧
州
司
法
裁
判
所
の
確
定
判
例
に
よ
れ
ば
、
国
内
法

化
要
請
（
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
共
同
体
条
約
二
四
九
条
三
項
）
と
共
同
体
へ
の
忠
実
原
則
（
同
一
〇
条
）
に
よ
り
、
指
令
の
実
行
の
た
め
に
施

行
さ
れ
た
法
を
、
国
家
法
が
許
す
裁
量
範
囲
を
完
全
に
駆
使
し
た
上
で
、
指
令
の
文
言
と
目
的
に
照
ら
し
て
、
解
釈
す
る
義
務
を
負
う
。

解
釈
の
こ
の
よ
う
な
共
同
体
法
上
の
次
元
を
連
邦
通
常
裁
判
所
も
訪
問
取
引
撤
回
法
に
関
し
て
た
び
た
び
強
調
し
て
き
た
。

２.
指
令
適
合
解
釈
原
則
は
、
当
部
が
求
め
た
先
決
裁
定
と
結
び
つ
い
て
、
当
該
国
内
法
規
定
を
、
解
釈
の
余
地
が
あ
る
か
ぎ
り

で
、
訪
問
取
引
指
令
の
適
用
領
域
に
含
ま
れ
る
不
動
産
信
用
契
約
を
締
結
し
た
消
費
者
に
、
指
令
五
条
に
対
応
す
る
撤
回
権
が
与
え
ら

れ
る
よ
う
解
釈
す
る
こ
と
を
命
じ
る
。

a）

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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aa）（
１
）
消
費
者
信
用
法
三
条
二
項
二
号
は
文
言
上
は
っ
き
り
と
消
費
者
信
用
法
七
条
に
よ
る
撤
回
権
に
つ
い
て
の
み
規
律
し
て
い
る
。

そ
れ
は
訪
問
取
引
撤
回
法
の
適
用
可
能
性
に
つ
い
て
の
何
ら
の
言
明
を
含
ま
な
い
。

（
２
）
訪
問
取
引
撤
回
法
五
条
二
項
の
文
言
は
、
当
部
の
付
託
決
定
で
詳
し
く
述
べ
た
よ
う
に
、
そ
れ
自
体
で
は
、
消
費
者
信
用
法

三
条
二
項
二
号
の
場
合
に
は
、
訪
問
取
引
撤
回
法
は
、
消
費
者
信
用
法
の
規
定
に
よ
り
す
べ
て
排
除
さ
れ
る
か
の
よ
う
に
見
え
る
。
し

か
し
、
法
文
言
が
一
義
的
で
は
な
い
た
め
、
こ
の
よ
う
な
解
釈
は
不
可
避
で
は
な
い
。

訪
問
取
引
撤
回
法
五
条
二
項
に
よ
れ
ば
、
補
充
性
条
項
が
介
入
す
る
の
は
、
旧
・
訪
問
取
引
撤
回
法
一
条
一
項
の
意
味
に
お
け
る
取

引
が
同
時
に
消
費
者
信
用
法
の
取
引
要
件
を
満
た
す
場
合
の
み
で
あ
る
。
ど
の
よ
う
な
場
合
に
訪
問
取
引
撤
回
法
五
条
二
項
の
要
件
が

存
在
す
る
か
は
詳
し
く
規
律
さ
れ
て
い
な
い
の
で
、
解
釈
可
能
で
あ
る
。

広
い
解
釈
と
狭
い
解
釈
が
可
能
で
あ
る
。

広
い
解
釈
は
、
判
例
・
学
説
に
お
け
る
支
配
説
で
あ
り
、
消
費
者
信
用
法
の
適
用
領
域
が
開
か
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
訪
問
取
引
撤

回
法
は
完
全
に
排
除
さ
れ
る
と
す
る
考
え
で
あ
る
。

し
か
し
、
以
下
の
よ
う
な
狭
い
解
釈
も
可
能
で
あ
る
。
信
用
契
約
が
、
消
費
者
信
用
法
の
一
部
の
み
の
適
用
を
受
け
、
ま
た
は
消
費

者
信
用
法
が
訪
問
取
引
撤
回
法
と
同
等
の
保
護
を
与
え
な
い
場
合
に
は
、
訪
問
取
引
撤
回
法
は
完
全
に
は
排
除
さ
れ
な
い
と
す
る
考
え

で
あ
る
。

本
件
の
場
合
、
消
費
者
信
用
法
三
条
二
項
に
よ
り
撤
回
権
が
排
除
さ
れ
て
お
り
、
狭
い
解
釈
の
後
者
の
点
が
当
て
は
ま
る
。

一
部
の
判
決
と
学
説
は
、
欧
州
司
法
裁
判
所
の
判
決
以
前
に
、
か
つ
指
令
適
合
的
解
釈
の
必
要
性
を
考
慮
せ
ず
し
て
、
同
様
の
結
論

を
導
い
た
。
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こ
の
考
え
に
、
欧
州
司
法
裁
判
所
判
決
後
、
ミ
ュ
ン
ヘ
ン
高
等
裁
判
所
と
学
説
が
従
っ
た
。

当
部
は
、
こ
の
少
数
説
に
よ
っ
て
擁
護
さ
れ
て
い
る
解
釈
を
可
能
と
考
え
る
。

し
た
が
っ
て
、
補
充
性
原
則
は
、
消
費
者
信
用
法
も
撤
回
権
を
与
え
る
場
合
に
の
み
介
入
す
る
。
本
件
の
よ
う
に
、
消
費
者
信
用
法

三
条
二
項
二
号
に
よ
り
撤
回
権
が
排
除
さ
れ
て
い
る
か
、
消
費
者
信
用
法
の
規
律
に
よ
り
消
滅
し
て
い
る
場
合
に
は
、
旧
訪
問
取
引
撤

回
法
一
条
の
適
用
可
能
性
が
残
る
こ
と
に
な
る
。

bb）

立
法
者
の
意
思
は
、
前
記
の
解
釈
を
妨
げ
な
い
。
な
る
ほ
ど
、
消
費
者
信
用
法
の
立
法
資
料
か
ら
は
、
消
費
者
信
用
法
三
条
二

項
二
号
の
意
味
で
の
与
信
契
約
に
関
し
て
、
旧
訪
問
取
引
撤
回
法
一
条
に
よ
る
撤
回
権
を
排
除
し
よ
う
と
し
て
い
た
こ
と
が
わ
か
る
。

し
か
し
、
訪
問
取
引
撤
回
法
五
条
二
項
の
競
合
ル
ー
ル
を
作
成
す
る
際
に
、
知
り
な
が
ら
指
令
違
反
を
引
き
受
け
よ
う
と
し
た
と
は
考

え
ら
れ
な
い
。
訪
問
取
引
状
況
に
お
け
る
不
動
産
信
用
契
約
を
特
別
扱
い
す
る
こ
と
の
基
礎
に
は
そ
れ
が
指
令
に
適
合
し
て
い
る
と
い

う
想
定
が
あ
っ
た
。
立
法
者
は
、
訪
問
取
引
撤
回
法
に
よ
っ
て
、
訪
問
取
引
指
令
の
公
布
の
直
前
に
、
そ
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
モ
デ
ル
を
す

で
に
国
内
法
化
し
た
と
い
う
前
提
に
立
っ
て
い
た
。
国
内
法
と
指
令
内
容
の
対
応
は
、
以
上
に
よ
れ
ば
、
立
法
者
の
意
思
に
か
な
う
も

の
で
あ
っ
た
。

cc）

信
頼
保
護
の
観
点
も
指
令
適
合
的
解
釈
に
反
対
す
る
わ
け
で
は
な
い
。
あ
る
規
定
の
解
釈
に
関
す
る
判
決
が
、
過
去
の
な
お
完

結
し
て
い
な
い
事
実
に
作
用
す
る
こ
と
は
、
判
例
変
更
の
許
容
性
の
妨
げ
と
な
る
わ
け
で
は
な
い
。
本
件
で
は
さ
ら
に
、
被
告
に
よ
っ

て
主
張
さ
れ
て
き
た
訪
問
取
引
撤
回
法
五
条
二
項
の
解
釈
へ
の
保
護
に
値
す
る
信
頼
は
決
し
て
語
り
得
な
い
と
い
う
事
情
が
加
わ
る
。

上
述
し
た
よ
う
に
、
こ
の
規
定
の
解
釈
は
、
欧
州
司
法
裁
判
所
の
判
決
以
前
か
ら
す
で
に
長
く
争
わ
れ
て
き
た
。

dd）

さ
ら
に
、
訪
問
取
引
撤
回
法
五
条
二
項
の
指
令
適
合
的
解
釈
に
よ
り
訪
問
取
引
撤
回
法
へ
立
ち
戻
る
こ
と
は
、
消
費
者
に
―
立

法
者
意
思
に
よ
れ
ば
消
費
者
信
用
法
三
条
二
項
二
号
に
よ
り
ま
さ
に
特
別
扱
い
さ
れ
た
不
動
産
信
用
契
約
に
お
い
て
―
人
的
信
用
契
約

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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に
お
け
る
よ
り
強
力
な
撤
回
権
が
与
え
ら
れ
る
が
ゆ
え
に
、
国
内
ド
イ
ツ
法
の
体
系
に
反
す
る
と
い
う
異
議
も
効
が
な
い
。
こ
の
点
で

正
当
な
の
は
、
旧
訪
問
取
引
撤
回
法
一
条
に
よ
る
撤
回
権
を
不
動
産
信
用
契
約
に
限
定
し
て
開
く
こ
と
が
体
系
な
い
し
評
価
違
反
で
あ

る
こ
と
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
訪
問
取
引
状
況
で
の
不
動
産
信
用
契
約
は
人
的
信
用
契
約
よ
り
も
よ
り
広
い
範
囲
で
撤
回
可
能
と
な
る

か
ら
で
あ
る
。

こ
の
評
価
矛
盾
は
、
指
令
適
合
的
解
釈
を
不
動
産
信
用
契
約
の
み
な
ら
ず
、
人
的
信
用
契
約
に
も
拡
張
す
る
こ
と
で
回
避
さ
れ
る
。

ee）

上
記
の
解
釈
は
、
訪
問
取
引
撤
回
法
五
条
二
項
の
方
法
上
疑
わ
し
い
、
意
味
喪
失
や
改
廃
に
導
く
わ
け
で
は
な
い
。
補
充
性
条

項
は
、
競
合
す
る
両
法
の
撤
回
権
に
つ
い
て
の
み
、
制
限
的
解
釈
を
受
け
る
の
み
で
、
し
か
も
消
費
者
信
用
法
が
訪
問
取
引
撤
回
法
と

同
等
の
撤
回
権
を
与
え
な
い
場
合
に
の
み
限
ら
れ
る
か
ら
、
訪
問
取
引
撤
回
法
五
条
二
項
の
適
用
領
域
は
残
さ
れ
て
い
る
。

ff）

こ
の
よ
う
な
指
令
適
合
的
解
釈
は
実
際
上
、
指
令
の
垂
直
的
直
接
効
を
認
め
る
こ
と
に
な
る
と
い
う
反
論
も
妨
げ
と
な
ら
な
い
。

b）

消
費
者
信
用
法
七
条
の
撤
回
権
が
排
除
さ
れ
な
い
と
い
う
風
に
、
国
内
法
の
指
令
適
合
性
を
別
の
方
法
で
達
成
し
よ
う
と
す
る

論
拠
も
説
得
的
で
な
い
。
そ
の
よ
う
な
解
釈
は
、
行
使
期
間
制
限
の
あ
る
撤
回
権
に
導
く
だ
け
で
あ
り
、
欧
州
司
法
裁
判
所
判
決
に
よ

れ
ば
、
訪
問
取
引
指
令
の
要
請
を
満
た
さ
な
い
。

３.

指
令
と
ド
イ
ツ
法
で
は
規
律
対
象
が
異
な
り
、
前
者
で
は
契
約
交
渉
が
訪
問
取
引
の
形
式
で
な
さ
れ
た
場
合
に
は
及
ば
な
い

と
い
う
点
が
あ
る
。
し
か
し
、
指
令
適
合
的
解
釈
は
、
指
令
に
は
含
ま
れ
な
い
が
、
ド
イ
ツ
法
の
訪
問
取
引
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る

契
約
に
も
拡
張
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
指
令
の
適
用
領
域
に
含
ま
れ
る
事
案
に
つ
い
て
の
み
指
令
適
合
的
解
釈
が
必
要
と
す
る
「
分
離

さ
れ
た
解
釈
」
は
説
得
的
で
は
な
い
。
そ
れ
は
、
ド
イ
ツ
法
が
要
請
す
る
、
異
な
る
訪
問
取
引
状
況
の
平
等
扱
い
に
反
す
る
。

�.

連
邦
通
常
裁
判
所
の
長
年
の
確
定
判
例
に
よ
れ
ば
、
不
動
産
担
保
信
用
契
約
と
金
融
付
き
不
動
産
購
入
契
約
は
原
則
と
し
て
、

経
済
的
一
体
性
で
結
合
さ
れ
た
取
引
と
は
見
な
さ
れ
な
い
。
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不
動
産
担
保
契
約
の
撤
回
は
、
従
っ
て
、
原
則
と
し
て
、
マ
イ
ホ
ー
ム
購
入
契
約
の
有
効
性
に
影
響
し
な
い
。

以
上
が
、
ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
事
件
の
裁
判
上
の
経
緯
で
あ
る
。
全
体
を
概
観
し
て
言
え
る
こ
と
は
、
指
令
に
よ
る
加
盟
国
国
内
法
の
ト

ピ
ッ
ク
ご
と
の
同
化
の
問
題
性
で
あ
る
。
指
令
は
、
特
定
の
ト
ピ
ッ
ク
に
つ
い
て
の
規
制
目
的
の
実
現
を
要
求
す
る
だ
け
で
、
そ
の
手

段
を
問
わ
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
各
加
盟
国
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
国
内
法
秩
序
の
都
合
に
応
じ
て
、
異
な
る
実
現
手
段
を
採
用
で
き
る
。

ま
た
、
指
令
は
、
消
費
者
保
護
に
関
し
て
言
え
ば
、
最
低
限
ラ
イ
ン
の
設
定
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
ラ
イ
ン
を
上
回
る
改
正
等
を
国
内
立

法
者
が
行
う
こ
と
も
で
き
る
。
本
事
件
も
ま
さ
に
、
そ
の
よ
う
な
い
わ
ゆ
る
超
過
国
内
法
化
の
事
例
に
当
た
る
。

こ
う
し
た
場
合
に
、
指
令
の
解
釈
が
問
題
と
な
り
、
付
託
に
よ
っ
て
、
当
該
国
内
立
法
者
が
意
識
し
て
い
な
か
っ
た
国
内
法
化
の
欠

陥
が
明
ら
か
と
な
っ
た
場
合
、
一
旦
国
内
法
の
事
情
を
考
慮
し
、
指
令
が
直
接
対
象
と
し
て
い
な
い
部
分
と
の
調
整
を
し
た
は
ず
の
規

律
が
、
超
過
国
内
法
化
の
部
分
も
含
め
て
、
再
度
調
整
を
強
い
ら
れ
る
こ
と
と
な
る
。
例
え
ば
、
本
件
で
も
問
題
と
な
っ
た
よ
う
に
、

義
務
的
国
内
法
化
部
分
と
超
過
国
内
法
化
部
分
を
分
け
て
考
え
れ
ば
、
前
者
の
部
分
に
つ
い
て
の
み
、
欧
州
司
法
裁
判
所
の
回
答
に
対

応
す
る
よ
う
な
、
解
釈
な
い
し
立
法
を
行
え
ば
よ
い
は
ず
で
あ
る
（
第
二
ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
判
決
が
言
及
し
た
上
で
採
用
し
な
か
っ
た

「
分
割
さ
れ
た
解
釈
」）。
し
か
し
、
そ
れ
に
よ
っ
て
、
国
内
法
次
元
で
は
正
当
化
さ
れ
な
い
保
護
の
ア
ン
バ
ラ
ン
ス
が
義
務
的
国
内
法

化
部
分
と
超
過
国
内
法
化
部
分
、
さ
ら
に
は
そ
れ
以
外
に
も
波
及
し
て
生
ず
る
こ
と
が
あ
り
う
る
。
こ
の
ず
れ
に
ど
う
対
応
す
る
か
も
、

第
二
ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
判
決
が
示
す
よ
う
に
、
国
内
立
法
者
に
は
頭
が
痛
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。

欧
州
司
法
裁
判
所
の
判
決
を
参
照
す
る
こ
と
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
そ
こ
で
用
い
ら
れ
る
解
釈
技
術
は
そ
れ
ほ
ど
洗
練
さ
れ
た
も

の
で
は
な
い
。
む
し
ろ
、
ド
イ
ツ
の
判
決
が
用
い
る
も
の
と
比
較
し
た
場
合
、
か
な
り
素
朴
で
あ
り
、
形
式
的
な
論
証
に
終
始
し
て
い

る
と
さ
え
い
え
（
４５
）

る
。
例
え
ば
、
訪
問
取
引
指
令
四
条
三
項
は
、
撤
回
権
に
つ
い
て
説
明
が
な
さ
れ
な
い
場
合
の
「
し
か
る
べ
き
保
護
措
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置
」
を
加
盟
国
に
ゆ
だ
ね
て
い
る
。
こ
こ
に
は
加
盟
国
に
ゆ
だ
ね
ら
れ
た
実
現
手
段
の
自
由
が
あ
る
は
ず
で
、
ド
イ
ツ
法
が
し
た
よ
う

に
、
領
域
を
限
定
し
て
そ
の
事
情
に
応
じ
た
撤
回
権
の
行
使
制
限
を
加
盟
国
が
置
く
こ
と
も
、
そ
の
最
終
的
当
否
は
欧
州
司
法
裁
判
所

が
判
断
す
る
と
し
て
も
、
あ
り
う
る
こ
と
で
あ
る
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
判
決
で
は
そ
の
よ
う
な
観
点
は
見
ら
れ
な
い
。
ま
た
、
判
決
で

は
、
本
件
事
案
の
不
動
産
担
保
信
用
契
約
が
訪
問
取
引
指
令
三
条
二
項
ａ
の
適
用
除
外
に
該
当
す
る
か
が
問
題
と
な
っ
て
お
り
、
結
論

と
し
て
は
否
定
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
除
外
規
定
で
考
慮
さ
れ
て
い
る
も
の
は
、
ま
さ
に
不
動
産
担
保
信
用
の
特
殊
性
で
あ
り
、
他
の

指
令
で
も
考
慮
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
レ
ベ
ル
で
も
一
般
原
理
と
し
て
形
成
済
み
と
い
え
る
よ
う
な
要
素
（
ア
キ
・

コ
ミ
ュ
ノ
テ
ー
ル
）
を
判
決
が
無
視
す
る
こ
と
は
望
ま
し
く
な
い
。

論
点
ご
と
の
指
令
の
集
積
を
統
合
す
る
体
系
や
見
方
が
な
く
、
指
令
そ
れ
自
体
が
そ
の
時
々
の
政
治
的
交
渉
の
結
果
と
し
て
生
ま
れ

て
く
る
の
で
あ
る
か
ら
、
そ
れ
を
あ
と
か
ら
振
り
返
っ
て
解
釈
せ
ね
ば
な
ら
な
い
欧
州
司
法
裁
判
所
に
、
国
内
法
に
つ
い
て
の
国
内
裁

判
所
の
解
釈
の
よ
う
な
緻
密
さ
は
素
材
の
点
か
ら
も
制
約
が
あ
る
こ
と
は
あ
る
程
度
理
解
さ
れ
る
も
の
の
、
釈
然
と
し
な
い
も
の
が
残

る
。指

令
適
合
的
解
釈
に
つ
い
て
は
、
連
邦
通
常
裁
判
所
は
、
付
託
前
の
見
（
４６
）

解
を
撤
回
す
る
形
で
少
数
説
に
従
っ
た
。
こ
の
点
に
つ
い
て

は
、
連
邦
裁
判
所
判
決
の
後
数
ヶ
月
で
ド
イ
ツ
の
立
法
者
は
欧
州
司
法
裁
判
所
の
回
答
に
そ
っ
た
改
正
を
行
っ
た
。
こ
れ
は
い
か
な
る

こ
と
を
意
味
す
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
結
局
、
欧
州
司
法
裁
判
所
判
決
の
回
答
に
よ
り
強
い
ら
れ
た
、
自
ら
の
指
令
適
合
的
解
釈
が
、
法

の
文
言
か
ら
一
義
的
に
は
出
て
こ
な
い
こ
と
を
意
味
し
よ
う
。
そ
の
決
め
手
と
な
っ
て
い
る
の
は
、
ま
さ
に
欧
州
司
法
裁
判
所
が
示
し

た
回
答
で
あ
り
、
連
邦
通
常
裁
判
所
が
欧
州
司
法
裁
判
所
の
回
答
以
外
の
論
拠
を
援
用
す
る
こ
と
で
、
結
局
、
自
ら
の
論
証
を
説
得
的

に
す
る
ど
こ
ろ
か
、
逆
に
ま
す
ま
す
詭
弁
め
い
た
も
の
に
し
て
し
ま
っ
た
。
こ
の
こ
と
は
、
訪
問
取
引
撤
回
法
制
定
の
際
の
立
法
者
意

思
に
つ
い
て
の
、
連
邦
通
常
裁
判
所
の
二
判
決
（
第
一
、
第
二
ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
判
決
）
で
の
説
明
を
対
比
す
る
と
明
ら
か
と
な
る
。
指
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令
適
合
的
解
釈
と
従
来
国
内
法
に
用
い
ら
れ
て
き
た
解
釈
手
法
は
単
純
に
並
存
す
る
と
は
考
え
ら
れ
な
い
の
で
は
な
か
ろ
う（
４７
）

か
。
あ
る

い
は
、
指
令
適
合
的
解
釈
も
そ
の
解
釈
限
界
が
あ
る
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。
司
法
と
立
法
の
分
業
が
こ
の
点
で
ど
う
連
携
す
る
の
か
と

い
う
問
題
で
も
あ
る
。

最
後
に
、
第
二
ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
判
決
が
控
訴
審
に
破
棄
差
戻
し
た
あ
と
、
控
訴
審
は
、
ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
事
件
を
、
訪
問
取
引
の
要
件

が
存
在
し
な
か
っ
た
と
認
定
し
て
、
棄
却
し（
４８
）

た
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
あ
と
か
ら
振
り
返
れ
ば
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
次
元
で
は
有
益
な
法

理
が
解
明
さ
れ
た
と
言
え
よ
う
が
、
紛
争
解
決
の
点
で
は
、
そ
も
そ
も
論
ず
る
必
要
の
な
い
事
件
に
つ
き
、
そ
の
適
用
要
件
の
成
否
を

終
始
論
じ
て
い
た
こ
と
に
な
る
。
こ
の
点
で
も
学
説
の
批
判
が
強（
４９
）

い
。
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２.

関
係
法
令
の
変（
４９
ａ
）
遷

１９８６年消費者信用指令

１９９０年消費者信用法

３条２項２号（不動産信用に撤回権
規定適用排除）

７条２項３文（説明がない場合でも
締結後１年で消滅）

民法４９１条３項１号
（消費者消費貸借の撤回
権規定の適用排除）

該当箇所削除

撤回権について規定なし

↓

↓

↓

７条２項

２００２年７月補正法（第二ハイニンガー判決に対応）

２０００年改正（消費者契約の撤回権の一般規定：民法３６１ａ条）

民法新３１２ａ条（他の法が撤回権を与える
場合にのみ優先）

民法３５５条３項に３文追加
（消費者が正しく説明を受けないかぎり
撤回権の行使期間制限［締結時より６ヶ月］はない）

↓

２００２年１月債務法現代化法

１９８５年訪問取引指令

１条（訪問取引の定義＊１）
４条３項（説明がない場合に

加盟国に適切な保
護措置を要求）

５条（説明を受けてから最低
７日間の撤回権）
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�.

指
令
に
よ
る
法
同
化
の
限
界
と
代
替
案

ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
事
件
は
、
時
期
を
異
に
し
て
し
か
も
限
定
さ
れ
た
問
題
領
域
ご
と
に
出
さ
れ
る
指
令
が
堆
積
し
て
ゆ
き
、
そ
の
国
内

法
化
の
結
果
も
堆
積
し
て
ゆ
く
場
面
で
、
事
後
的
に
調
整
す
る
こ
と
が
い
か
に
困
難
か
を
示
す
好
例
で
あ
る
。
欧
州
連
合
自
体
が
こ
の

よ
う
な
問
題
性
を
意
識
し
て
い
な
い
わ
け
で
は
な
い
。
逆
に
、
加
盟
国
の
立
法
権
限
を
考
慮
し
て
必
要
最
小
限
に
そ
の
目
的
実
現
の
み

に
拘
束
力
を
限
定
し
た
指
令
と
い
う
立
法
手
段
の
適
正
さ
、
そ
れ
以
外
の
選
択
肢
の
検
討
な
ど
が
近
時
な
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
状
況
を

以
下
に
紹
介
す
る
こ
と
に
す
る
。

＊
１

訪
問
取
引
指
令
に
お
け
る
「
訪
問
取
引
」
の
定
義

一
条

１.

こ
の
指
令
は
、
事
業
者
が
消
費
者
に
物
ま
た
は
サ
ー
ビ
ス
を
供
給
す
る
契
約
で
、
以
下
の
要
件
の
も
と
で
締
結
さ
れ
た
も
の
に
適
用

さ
れ
る
。

事
業
者
に
よ
り
事
業
所
外
で
企
画
さ
れ
た
旅
行
中
に
、

ま
た
は
事
業
者
の
（
�
）
当
該
消
費
者
の
自
宅
も
し
く
は
他
の
消
費
者
の
自
宅
へ
の
訪
問
中
に
、

ま
た
は
（
�
）
消
費
者
の
勤
務
場
所
へ
の
訪
問
中
に
、

但
し
、
訪
問
が
消
費
者
の
明
示
の
要
求
に
よ
る
場
合
を
除
く
。

＊
２

訪
問
取
引
撤
回
法
に
お
け
る
「
訪
問
取
引
」
の
定
義

一
条

（
１
）
有
償
給
付
の
契
約
締
結
に
向
け
ら
れ
た
意
思
表
示
で
、
表
示
者
（
顧
客
）
が

１.

自
己
の
勤
務
所
ま
た
は
自
宅
の
領
域
で
の
口
頭
で
の
交
渉
に
よ
り
、

２.

ま
た
は
契
約
相
手
方
も
し
く
は
第
三
者
が
、
少
な
く
と
も
自
己
の
た
め
に
も
挙
行
し
た
余
暇
行
事
に
際
し
て
、

３.

ま
た
は
交
通
機
関
も
し
く
は
公
道
に
お
い
て
不
意
に
話
し
か
け
ら
れ
て
、

そ
の
意
思
表
示
に
誘
わ
れ
た
場
合
、
そ
の
意
思
表
示
は
、
当
該
顧
客
が
一
週
間
以
内
に
書
面
で
撤
回
し
な
い
場
合
に
は
じ
め
て
有
効
と
な
る
。

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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１.

欧
州
委
員
会
の
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
契
約
法
に
関
す
る
、
理
事
会
と
欧
州
議
会
へ
の
通（
５０
）

知

二
〇
〇
一
年
七
月
一
一
日
に
出
さ
れ
た
本
通
知
は
、指
令
形
式
に
主
と
し
て
依
拠
し（
域
内
市
場
統
合
と
い
う
目
的
に
限
定
さ
れ
た
）

法
調
和
の
限
界
の
存
否
と
そ
の
打
開
策
に
つ
い
て
の
現
状
分
析
と
各
界
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
が
そ
の
主
要
な
内
容
で
あ
っ
た
。
ま
ず
、
契

約
法
の
領
域
に
お
け
る
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
連
合
の
行
動
が
必
要
な
理
由
を
以
下
の
よ
う
に
ま
と
め
る
。

過
去
二
〇
年
ほ
ど
の
間
に
、
一
連
の
指
令
は
、
契
約
法
、
と
り
わ
け
消
費
者
契
約
法
の
調
和
の
た
め
に
出
さ
れ
て
き（
５１
）

た
。
も
っ
と
も
、

そ
れ
は
パ
ッ
チ
ワ
ー
ク
的
ア
プ
ロ
ー
チ
で
あ
り
、
一
定
の
契
約
タ
イ
プ
又
は
一
定
の
販
売
テ
ク
ニ
ッ
ク
に
つ
い
て
で
あ
り
、
し
か
も
そ

の
領
域
に
お
い
て
さ
え
、
部
分
的
な
場
合
も
あ
っ
た
。
既
に
、
調
和
の
措
置
は
、
危
機
的
量
に
達
し
て
い
る
。
こ
の
量
が
、
連
合
立
法

者
を
し
て
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
契
約
法
の
発
展
に
つ
い
て
の
根
本
的
反
省
へ
と
導
い
た
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
従
来
の
パ
ッ
チ
ワ
ー
ク
的
ア

プ
ロ
ー
チ
を
続
け
る
べ
き
か
、
そ
れ
と
も
新
た
な
ア
プ
ロ
ー
チ
を
必
要
と
さ
せ
る
問
題
が
あ
る
の
か
と
い
う
問
い
で
あ
る
。

し
か
し
、
こ
こ
で
の
問
題
は
、
単
な
る
統
一
の
必
要
で
は
な
く
、
域
内
市
場
の
支
障
の
な
い
機
能
と
い
う
側
面
に
限
定
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
側
面
で
の
障
害
の
有
無
を
報
告
す
る
こ
と
が
名
宛
人
に
期
待
さ
れ
て
い
る
。
大
企
業
の
場
合
に
は
、
自
ら
契
約
条
項
の
す
べ
て
を

詳
し
く
規
律
で
き
る
が
、
消
費
者
や
中
小
企
業
の
場
合
に
は
そ
う
で
は
な
い
。
後
者
の
場
合
に
は
、
特
定
の
国
内
法
（
消
費
者
の
場
合
、

相
手
方
の
約
款
に
よ
り
、
相
手
方
の
国
内
法
が
選
択
さ
れ
る
こ
と
が
多
い
）
の
適
用
や
国
際
私
法
ル
ー
ル
に
よ
る
決
定
に
依
存
し
、
そ

の
内
容
を
知
る
こ
と
は
関
与
者
の
情
報
コ
ス
ト
と
し
て
非
現
実
的
で
あ
る
。
前
者
の
場
合
で
も
、
争
い
の
あ
る
場
合
に
は
、
再
び
国
内

法
に
戻
っ
て
依
拠
す
る
場
合
が
出
て
く
る
。
い
ず
れ
の
場
合
で
も
、
一
定
の
法
的
不
安
定
さ
が
発
生
す
る
こ
と
と
な
る
。
つ
ま
り
、
こ

こ
に
国
境
を
越
え
た
取
引
を
す
る
こ
と
の
敷
居
が
存
在
す
る
。
ま
た
、
競
業
の
ひ
ず
み
も
生
じ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
共
同
体
法
の
平
等
な
適
用
と
い
う
観
点
で
の
問
題
が
あ
る
。
こ
こ
で
は
二
つ
の
レ
ベ
ル
を
区
別
で
き
る
。
一
つ
は
、
共
同

体
法
自
身
の
レ
ベ
ル
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
立
法
行
為
相
互
の
干
渉
が
問
題
と
な
る
。
例
え
ば
、
経
済
的
発
展
に
よ
り
、
当
該
指
令
公
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布
の
際
に
は
存
在
せ
ず
、
従
っ
て
指
令
の
立
法
者
に
よ
っ
て
考
慮
さ
れ
え
な
か
っ
た
、
契
約
タ
イ
プ
な
い
し
経
済
作
用
が
生
じ
て
い
る

場
合
。
他
方
で
は
、
共
同
体
法
が
「
交
渉
さ
れ
た
法
」
で
あ
る
と
い
う
性
質
自
体
か
ら
生
ず
る
制
約
。
す
な
わ
ち
、
理
事
会
又
は
議
会

で
政
治
的
妥
協
が
決
議
に
際
し
て
な
さ
れ
る
が
、
こ
の
際
必
ず
し
も
十
分
な
共
同
体
法
全
体
と
の
関
連
性
が
考
慮
さ
れ
な
い
こ
と
で
あ

る
。
こ
の
よ
う
な
異
な
る
政
治
的
利
害
間
の
妥
協
は
、
国
家
レ
ベ
ル
で
も
、
Ｅ
Ｕ
レ
ベ
ル
で
も
生
ず
る
。
さ
ら
に
、
立
法
に
際
し
て
、

そ
の
政
治
的
重
点
の
置
き
所
が
多
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
来
る
問
題
が
あ
る
。
例
え
ば
、
立
法
趣
旨
を
域
内
市
場
統
一
に
置
く
か
、
消
費

者
保
護
に
置
く
か
と
い
っ
た
点
で
あ
る
。

共
同
体
レ
ベ
ル
で
の
干
渉
の
例
と
し
て
、
訪
問
販
売
指
令
、
タ
イ
ム
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
指
令
、
遠
隔
販
売
指
令
が
あ
る
。
こ
れ
ら
す
べ

て
は
消
費
者
に
撤
回
権
を
与
え
る
が
、
異
な
る
行
使
期
間
（
順
に
、
七
日
、
七
平
日
、
一
〇
日
）
を
設
定
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
こ
の

う
ち
の
二
つ
が
同
時
に
適
用
可
能
な
場
合
に
、
ど
う
判
断
す
べ
き
か
と
い
う
問
題
が
生
ず
る
。
欧
州
司
法
裁
判
所
は
、
要
件
を
満
た
す

限
り
、
両
指
令
の
適
用
が
可
能
と
述
べ
る
。

他
方
で
、
国
内
法
と
の
関
係
の
レ
ベ
ル
で
問
題
が
生
ず
る
。
通
知
は
、
指
令
に
お
け
る
不
確
定
概
念
の
使
用
を
例
示
す
る
。
例
え
ば
、

損
害
概
念
。
パ
ッ
ク
旅
行
指
令
五
条
二
項
は
、
契
約
上
の
損
害
賠
償
請
求
権
を
認
め
る
が
、
こ
こ
に
非
財
産
的
損
害
、
例
え
ば
、
休
暇

旅
行
が
享
受
で
き
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
生
ず
る
そ
れ
を
含
む
か
否
か
が
問
題
と
な
る
。
各
加
盟
国
で
こ
の
判
断
が
区
々
と
な
れ
ば
、
同

じ
紛
争
か
ら
加
盟
国
に
よ
っ
て
救
済
を
受
け
た
り
、
受
け
な
か
っ
た
り
と
い
う
結
果
が
生
ず
る
。
欧
州
司
法
裁
判
所
が
先
決
裁
定
を
求

め
ら
れ
れ
ば
、
こ
の
よ
う
な
指
令
の
規
定
の
体
系
的
解
釈
を
介
し
て
、
統
一
が
図
ら
れ
う
る
。

以
上
の
問
題
分
析
の
の
ち
に
、
委
員
会
は
、
以
下
の
四
つ
の
オ
プ
シ
ョ
ン
、
す
な
わ
ち
�
行
動
せ
ず
、
市
場
に
任
せ
る
、
�
原
則
形

成
を
促
進
、
�
既
存
の
（
規
則
や
指
令
に
よ
っ
て
実
現
さ
れ
て
い
る
）
法
状
態
の
改
善
、
�
Ｅ
Ｃ
レ
ベ
ル
で
の
包
括
的
立
法
、
を
提
示

し
、
こ
れ
ら
に
つ
い
て
の
意
見
を
求
め
た
。
な
お
、
こ
の
四
つ
の
オ
プ
シ
ョ
ン
相
互
は
排
斥
的
で
は
な
く
、
併
用
可
能
で
あ
る
こ
と
が

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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注
記
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
立
法
の
種
類
（
規
則
、
指
令
、
勧
告
）、
国
内
法
と
の
関
係
（
代
替
か
、
並
存
か
）、
適
用
可
能
性
（
当
事

者
に
よ
る
選
択
を
前
提
す
る
か
、
自
動
的
に
適
用
さ
れ
る
も
の
と
す
る
か
）、
ル
ー
ル
の
強
行
法
規
性
の
範
囲
如
何
に
も
意
見
を
求
め

た
。多

く
の
反
応
が
寄
せ
ら
れ
、
ほ
と
ん
ど
は
Ｅ
Ｕ
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
開
さ
れ
、
閲
覧
可
能
で
あ
る
。
政
府
、
民
間
団
体
、
諸
機
関
、

個
人
の
意
見
の
う
ち
、
と
り
わ
け
、
従
来
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
契
約
法
に
つ
い
て
関
心
を
寄
せ
、
実
際
に
作
業
を
進
め
て
い
た
グ
ル
ー
プ

の
意
見
が
注
目
さ
れ
る
。

ま
ず
、
イ
タ
リ
ア
の
ジ
ュ
ゼ
ッ
ペ
・
ガ
ン
ド
ル
フ
ィ
（
パ
ヴ
ィ
ア
大
学
）
教
授
が
ま
と
め
役
と
な
っ
て
い
る
い
わ
ゆ
る
パ
ヴ
ィ
ア
グ

ル
ー（
５２
）

プ
の
意
見
は
ど
う
か
。
従
来
よ
り
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
契
約
法
作
成
作
業
に
携
わ
り
、
近
時
そ
の
一（
５３
）

部
が
公
表
さ
れ
た
こ
と
か
ら
推
測

さ
れ
る
よ
う
に
、
そ
の
ス
タ
ン
ス
は
、
�
か
ら
�
の
選
択
肢
は
円
滑
な
域
内
市
場
統
合
の
手
段
と
し
て
不
十
分
で
あ
り
、
法
典
編
纂
が

必
要
と
い
う
意
見
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
契
約
法
委
員
会
（
ラ
ン
ド
教
授
が
ま
と
め
役
の
た
め
、
ラ
ン
ド
委
員
会
と

通
常
呼
ば
れ
る
）
と
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
民
法
典
研
究
グ
ル
ー
プ
（
フ
ォ
ン
・
バ
ー
ル
教
授
が
ま
と
め
役
）
と
の
共
同
回
答
が
あ
り
、
六
〇
頁

程
度
の
量
が
あ
り
、
詳
細
な
段
階
的
統
合
プ
ラ
ン
を
提
示
し
て
い
る
こ
と
で
注
目
さ
れ
る
。

な
お
、
本
通
知
は
、
検
討
の
対
象
を
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
契
約
法
に
限
定
し
て
い
る
。
こ
の
点
に
関
し
て
は
、
先
の
ラ
ン
ド
・
バ
ー
ル
の
共

同
声
明
や
、
２
（
次
頁
）
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
議
会
は
異
議
を
唱
え
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
契
約
に
か
か
わ
る
問
題
は
、
契
約
法
内
部
で
は

完
全
に
処
理
で
き
ず
、
不
法
行
為
法
、
物
権
法
、
あ
る
い
は
広
義
の
財
産
法
に
ま
で
検
討
の
対
象
を
広
げ
る
べ
き
だ
と
い
う
の
で
あ
る
。

も
っ
と
も
、
通
知
自
体
も
、
厳
密
に
契
約
法
に
限
定
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
若
干
の
領
域
で
は
、
契
約
法
の
範
囲
を
超
え
て
い

る
。
例
え
ば
、
動
産
担
保
法
、
不
当
利
得
法
、
損
害
賠
償
と
の
関
連
で
の
不
法
行
為
法
、
製
造
物
責
任
に
言
及
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。

む
し
ろ
、
契
約
法
へ
の
限
定
は
、
現
時
点
で
の
、
補
充
性
の
原
則
、
相
当
性
の
原
則
な
ど
に
よ
る
、
共
同
体
の
立
法
権
限
の
制
約
を
考
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慮
し
た
も
の
と
説
明
す
べ
き
も
の
の
よ
う
で
あ
る
。

２.

欧
州
議
会
の
、
加
盟
国
の
民
商
法
の
調
和
に
関
す
る
決（
５４
）

議

前
掲
通
知
よ
り
約
四
箇
月
後
の
一
一
月
一
五
日
、
欧
州
議
会
が
反
応
を
示
し
た
。
し
か
し
、
欧
州
議
会
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
契
約
法
と

い
う
テ
ー
マ
に
つ
き
、
意
見
表
明
を
し
た
の
は
こ
れ
が
は
じ
め
て
で
は
な
か
っ
た
。
既
に
、
一
九
八
九
年
と
一
九
九
四
年
の
二
つ
の
決

議
に
よ
り
、
統
一
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
民
法
典
編
纂
の
準
備
を
始
め
る
こ
と
を
要
請
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
に
、
委
員
会
も
理
事
会
も
反
応
し
な

か
っ
た
の
は
、
そ
の
当
時
の
政
治
的
状
況
、
す
な
わ
ち
前
途
多
難
が
予
想
さ
れ
る
企
て
に
あ
え
て
乗
り
出
す
こ
と
を
し
な
か
っ
た
こ
と

か
ら
説
明
で
き
よ
う
。
議
会
は
、
こ
の
テ
ー
マ
に
関
す
る
研
究
を
委
託
し
、
一
九
九
九
年
夏
に
報
告
書
が
公
表
さ
れ
た
。
二
〇
〇
〇
年

三
月
一
六
日
の
決
議
で
、
議
会
は
、
委
員
会
に
も
同
様
の
研
究
を
実
行
す
る
よ
う
要
請
し
た
。
委
員
会
は
、
こ
れ
に
対
し
て
、
根
本
的

か
つ
広
範
な
議
論
を
引
き
起
こ
す
目
的
の
通
知
を
出
す
予
定
と
答
え
た
。
議
会
は
、
二
〇
〇
〇
年
一
一
月
に
法
務
委
員
会
が
こ
の
テ
ー

マ
で
公
聴
会
を
主
催
し
た
。
二
〇
〇
一
年
一
一
月
六
日
に
法
務
委
員
会
で
三
つ
目
の
決
議
案
が
採
用
さ
れ
た
。
こ
れ
に
も
と
づ
い
て
な

さ
れ
た
決
議
が
一
一
月
一
五
日
の
も
の
で
あ
っ
た
。

そ
の
内
容
の
大
要
は
、
委
員
会
が
統
合
の
対
象
を
契
約
法
に
限
定
し
て
い
る
こ
と
へ
の
驚
き
、
方
式
規
定
、
契
約
外
責
任
、
不
当
利

得
法
、
物
権
法
な
ど
を
も
検
討
対
象
に
含
め
る
必
要
の
示
唆
、
消
費
者
保
護
指
令
の
改
善
提
案
要
請
、
前
記
共
同
声
明
の
提
案
と
酷
似

す
る
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
ま
ず
二
〇
〇
四
年
末
ま
で
の
第
一
期
に
、
オ
プ
シ
ョ
ン
�
を
実
行
し
つ
つ
、
オ
プ
シ
ョ
ン
�
も
並
行
し
て

作
業
し
、
既
存
の
指
令
の
整
理
・
統
合
を
行
う
、
二
〇
〇
五
年
に
始
ま
る
第
二
期
は
、
オ
プ
シ
ョ
ン
�
の
成
果
で
あ
る
法
概
念
・
解
決

を
公
表
し
、
大
学
の
授
業
、
実
務
の
現
場
へ
の
普
及
を
図
り
、
同
時
に
難
点
を
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
し
て
も
ら
う
、
第
三
期
は
、
成
果
を

任
意
法
規
に
転
換
し
、
二
〇
〇
八
年
ま
で
こ
の
立
法
の
影
響
を
検
討
、
二
〇
一
〇
年
頃
統
一
契
約
法
を
立
法
、
他
方
、
議
会
が
規
則
に

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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よ
る
立
法
を
活
用
す
る
）
を
示
し
、
委
員
会
に
同
様
の
も
の
を
作
成
す
る
よ
う
指
示
し
た
こ
と
、
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
実
施
中
に
既
存

の
グ
ル
ー
プ
か
ら
学
問
上
の
助
言
を
受
け
る
こ
と
の
提
案
、
規
則
に
よ
る
立
法
の
活
用
の
示
唆
な
ど
で
あ
っ
た
。
後
掲
す
る
理
事
会
へ

の
報
告
よ
り
、
具
体
的
か
つ
野
心
的
な
内
容
と
な
っ
て
い
る
。

３.

司
法
・
内
務
大
臣
理
事
会
か
ら
理
事
会
へ
の
報（
５５
）

告

さ
ら
に
そ
の
翌
日
に
、
表
記
の
よ
う
な
閣
僚
理
事
会
か
ら
理
事
会
へ
の
報
告
が
な
さ
れ
、
採
用
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
内
容
は
、
慎
重

か
つ
抑
制
的
な
も
の
で
、
政
治
的
ス
タ
ン
ス
を
示
唆
す
る
も
の
は
ほ
と
ん
ど
見
ら
れ
な
い
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
理
事
会
に
は
、
委

員
会
通
知
に
よ
っ
て
始
め
ら
れ
た
意
見
募
集
の
結
果
を
ま
だ
利
用
で
き
な
か
っ
た
こ
と
、
加
盟
国
が
な
お
十
分
こ
の
問
題
に
意
見
表
明

す
る
段
階
に
な
い
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
内
容
は
、
オ
プ
シ
ョ
ン
�
の
既
存
の
共
同
体
法
の
活
用
の
立
場
と
い
え
る
。

な
お
、
二
〇
〇
二
年
六
月
一
七
日
の
経
済
社
会
委
員
会
が
委
員
会
の
通
知
に
対
す
る
意
見
表（
５６
）

明
を
し
て
い
る
。
こ
こ
で
は
、
規
則
の

形
で
の
統
一
一
般
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
契
約
法
の
作
成
を
提
案
し
、
中
期
的
に
は
当
事
者
が
選
択
す
る
オ
プ
ト
イ
ン
方
式
で
、
長
期
的
に
は
、

当
事
者
が
適
用
を
排
除
す
る
オ
プ
ト
ア
ウ
ト
方
式
と
す
る
こ
と
を
推
奨
す
る
。

４.

二
〇
〇
三
年
二
月
一
二
日
の
欧
州
委
員
会
の
理
事
会
と
欧
州
議
会
へ
の
通（
５７
）

知

１.
で
述
べ
た
欧
州
委
員
会
の
通
知
で
の
意
見
聴
取
に
答
え
た
反（
５８
）

応
を
ま
と
め
た
付
録
を
付
し
た
通
知
（「
よ
り
首
尾
一
貫
し
た
ヨ

ー
ロ
ッ
パ
契
約
法：

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
」）
が
二
〇
〇
三
年
二
月
に
出
さ
れ
た
。
ま
ず
、
現
在
の
部
門
別
の
ア
プ
ロ
ー
チ
を
維
持
す

る
こ
と
に
は
異
論
が
な
か
っ
た
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
。
四
つ
の
オ
プ
シ
ョ
ン
に
対
す
る
反
応
は
、
現
状
の
ま
ま
と
い
う
の
が
ご
く
少
数
、

共
通
原
則
を
作
成
す
る
が
か
な
り
、
既
存
の
Ｅ
Ｃ
法
の
改
良
が
圧
倒
的
多
数
で
あ
っ
た
。
包
括
的
立
法
オ
プ
シ
ョ
ン
に
は
多
く
が
反
対

翻 訳
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で
あ
っ
た
が
、
少
な
か
ら
ざ
る
意
見
が
、
共
通
原
則
作
成
と
既
存
の
Ｅ
Ｃ
法
改
良
の
上
で
将
来
考
慮
し
う
る
と
し
て
い
る
。

回
答
が
指
摘
し
た
問
題
は
、
同
様
の
状
況
が
異
な
る
指
令
が
異
な
る
要
件
効
果
を
有
す
る
た
め
、
正
当
な
理
由
な
く
し
て
異
な
っ
て

規
律
さ
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
撤
回
権
が
、
訪
問
販
売
、
不
動
産
利
用
権
、
遠
隔
販
売
、
遠
隔
金
融
サ
ー
ビ
ス
販
売
で
異
な
る
こ
と
、

特
に
、
そ
の
長
さ
と
計
算
方
法
で
あ
る
。
他
の
例
は
、
電
子
取
引
指
令
と
二
つ
の
遠
隔
販
売
指
令
で
説
明
要
件
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
が
一

貫
し
な
い
こ
と
、
異
な
る
消
費
者
保
護
関
連
指
令
で
、
説
明
要
件
が
異
な
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
た
。
ま
た
、
あ
る
場
合
に
は
複
数
の
立

法
が
適
用
可
能
で
あ
り
、
そ
の
結
果
が
矛
盾
す
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
た
。
例
と
し
て
、
パ
ッ
ケ
ー
ジ
旅
行
指
令
と
航
空
運
送
人
の
事
故

責
任
規
則
が
責
任
制
限
で
異
な
る
こ
と
が
あ
る
。
ま
た
、
欧
州
司
法
裁
判
所
判
決
で
も
確
認
さ
れ
た
よ
う
に
、
訪
問
販
売
指
令
と
不
動

産
利
用
権
指
令
も
同
様
で
あ
る
。

同
一
の
指
令
内
に
異
な
る
立
法
ア
プ
ロ
ー
チ
が
含
ま
れ
て
い
る
例
と
し
て
、
電
子
取
引
指
令
が
あ
る
。
ま
た
、
同
一
指
令
に
類
似
の

用
語
が
併
用
さ
れ
て
い
る
た
め
、
国
内
法
化
に
混
乱
を
も
た
ら
し
た
例
と
し
て
、
商
事
代
理
人
指
令
が
、in

dem
n

ity

と

com
pen

sation

を
併
用
し
て
い
た
こ
と
が
指
摘
さ
れ
た
。

立
法
で
用
い
ら
れ
る
用
語
が
定
義
さ
れ
て
い
な
い
か
、
あ
る
い
は
広
く
定
義
さ
れ
す
ぎ
て
い
る
点
が
指
摘
さ
れ
た
。
こ
の
こ
と
は
、

国
内
法
化
に
際
し
て
、
加
盟
国
立
法
者
の
裁
量
の
幅
を
広
げ
、
そ
の
結
果
同
一
ケ
ー
ス
へ
の
適
用
が
異
な
る
結
果
を
導
く
。

ま
た
、
あ
る
指
令
で
は
定
義
さ
れ
て
い
る
が
、
別
の
指
令
で
は
な
い
用
語
が
あ
る
。
損
害
は
、
製
造
物
責
任
指
令
で
は
あ
る
が
、
商

事
代
理
人
指
令
や
パ
ッ
ケ
ー
ジ
旅
行
指
令
で
は
な
い
。
耐
久
性
あ
る
媒
体
も
、
遠
隔
金
融
サ
ー
ビ
ス
指
令
で
は
あ
る
が
、
遠
隔
販
売
指

令
で
は
な
い
。
こ
の
よ
う
な
場
合
に
、
定
義
が
な
い
指
令
の
解
釈
に
際
し
て
、
定
義
の
あ
る
指
令
を
参
照
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
り
、

裁
判
所
補
佐
官
が
採
用
し
た
例
も
あ
る
。
も
し
そ
う
で
な
い
と
す
れ
ば
、
加
盟
国
立
法
の
断
片
化
に
至
り
う
る
。

制
限
的
な
適
用
範
囲
を
持
つ
指
令
が
実
は
よ
り
広
い
対
応
を
必
要
と
す
る
場
合
、
国
内
立
法
者
は
、
そ
う
す
る
か
、
当
初
の
範
囲
で

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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の
対
応
に
と
ど
ま
る
か
の
ジ
レ
ン
マ
に
立
た
さ
れ
、
こ
れ
も
国
内
法
秩
序
の
矛
盾
に
至
り
う
る
。

本
来
国
内
法
秩
序
に
異
質
な
概
念
が
指
令
で
導
入
さ
れ
た
場
合
、
国
内
立
法
者
が
そ
の
調
整
を
し
な
い
か
ぎ
り
で
、
法
的
不
安
定
が

生
ず
る
。

消
費
者
保
護
立
法
で
の
最
小
限
で
の
調
和
原
則
は
、
域
内
市
場
で
の
調
和
を
達
成
し
て
い
な
い
と
指
摘
さ
れ
た
。
例
え
ば
、
訪
問
販

売
指
令
の
撤
回
権
の
期
間
が
ま
ち
ま
ち
で
あ
る
こ
と
、
財
政
上
の
適
用
制
限
が
ま
ち
ま
ち
で
あ
る
こ
と
、
不
当
契
約
条
項
指
令
の
付
録

の
国
内
法
化
が
異
な
る
こ
と
（
あ
る
国
は
付
録
リ
ス
ト
を
拘
束
的
ブ
ラ
ッ
ク
リ
ス
ト
と
し
、
あ
る
国
は
例
示
的
グ
レ
イ
リ
ス
ト
と
し
て

い
る
）
で
あ
る
。

そ
の
上
で
、
三
つ
の
主
要
な
ア
ク
シ
ョ
ン
が
、
過
規
制
の
非
難
を
回
避
し
、
立
法
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
に
、
規
制
的
手
段
（
従
来

の
立
法
行
為
）
と
非
規
制
的
手
段
（
共
同
規
制
、
自
己
規
制
、
任
意
の
部
門
合
意
、
自
由
協
調
方
法
、
財
政
援
助
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
）

を
併
用
し
て
、
計
画
さ
れ
る
。

第
一
に
、
契
約
法
の
領
域
で
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
次
元
で
す
で
に
獲
得
さ
れ
て
い
る
も
の
（th

e
E

C
acqu

is

）
の
一
貫
性
を
高
め
る
こ
と
。

こ
れ
は
、
既
存
の
も
の
の
首
尾
一
貫
性
を
高
め
る
の
み
な
ら
ず
、
新
し
く
立
法
す
る
際
に
不
必
要
な
不
整
合
を
避
け
る
こ
と
も
含
む
。

そ
の
前
提
と
し
て
、
正
当
化
さ
れ
な
い
差
異
が
ど
こ
に
あ
る
か
を
確
か
め
る
作
業
が
必
要
で
あ
る
。

第
二
に
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
レ
ベ
ル
で
の
約
款
作
成
を
促
進
す
る
こ（
５９
）

と
。
従
来
の
約
款
は
一
国
向
け
で
あ
る
こ
と
が
多
く
、
越
境
取
引
に
適

合
的
で
は
な
い
。
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
レ
ベ
ル
で
の
約
款
作
成
に
向
け
て
の
情
報
交
換
を
促
進
す
る
。
ま
た
、
約
款
使
用
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
も
作

成
す
る
。

第
三
に
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
契
約
法
に
お
け
る
問
題
が
部
門
に
特
定
さ
れ
な
い
解
決
を
必
要
と
し
な
い
か
を
さ
ら
に
検
討
す
る
こ
と
。

さ
ら
に
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
レ
ベ
ル
で
の
共
通
準
拠
枠
組
の
作
成
が
意
図
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
原
則
や
、
契
約
や
損
害
と
い

翻 訳
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う
抽
象
的
概
念
や
用
語
の
中
身
、
典
型
的
問
題
の
裁
量
の
解
決
な
ど
を
共
通
に
さ
せ
る
意
味
が
あ
る
と
さ
れ
、
第
一
の
点
のE

C

法
の

改
良
に
つ
な
が
る
。
ま
た
第
三
の
点
の
検
討
に
も
役
立
つ
と
さ
れ
る
。
さ
ら
に
は
、
加
盟
国
立
法
者
の
参
照
に
よ
り
、
契
約
法
の
相
違

解
消
に
役
立
つ
と
さ
れ
る
。

分
野
は
、
売
買
、
サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
重
要
な
越
境
契
約
、
ル
ー
ル
は
、
契
約
の
締
結
、
有
効
性
、
解
釈
、
履
行
、
不
履
行
、
救
済
、

動
産
担
保
、
不
当
利
得
が
挙
げ
ら
れ
る
。
素
材
は
、
各
国
の
法
秩
序
、
判
例
法
、
既
存
の
Ｅ
Ｃ
法
、
重
要
な
国
際
条
約
な
ど
で
あ
る
。

な
お
、
今
ほ
ど
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
契
約
法
に
関
す
る
研
究
活
動
が
活
発
な
こ
と
は
な
く
、
こ
の
進
行
中
の
研
究
を
結
び
つ
け
、
協
調
さ
せ
、

最
大
限
活
用
す
る
こ
と
が
重
要
と
す
る
。

こ
れ
に
対
す
る
二
〇
〇
三
年
九
月
二
日
の
欧
州
議
会
決
議
（A

5-0256/2003

）﹇
今
後
数
年
先
の
具
体
的
な
タ
イ
ム
テ
ー
ブ
ル
を

伴
っ
た
措
置
が
な
い
、
先
の
決
議
で
要
求
し
た
加
盟
国
法
と
判
例
法
の
契
約
法
分
野
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
作
成
し
て
い
な
い
、
電
子
取
引

の
発
展
が
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
に
十
分
考
慮
さ
れ
て
い
な
い
、
共
通
準
拠
枠
の
作
成
を
二
〇
〇
六
年
末
ま
で
に
完
成
さ
せ
よ
、
消
費
者

契
約
と
保
険
契
約
に
お
い
て
オ
プ
ト
イ
ン
手
段
を
作
成
せ
よ
、
調
停
の
場
面
で
共
通
準
拠
枠
を
活
用
せ
よ
な
ど
﹈
と
同
月
二
二
日
の
理

事
会
決
議
（O

J
C

2003,
246)

﹇
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
レ
ベ
ル
の
約
款
作
成
に
際
し
て
強
行
規
定
や
消
費
者
保
護
規
を
十
分
配
慮
す
べ
き
こ

と
、
共
通
準
拠
枠
作
成
に
多
く
の
利
害
関
係
者
が
参
加
で
き
る
よ
う
な
手
だ
て
を
確
立
す
る
こ
と
な
ど
﹈
が
あ
る
。

５.
契
約
法
統
一
に
お
け
る
研
究
者
グ
ル
ー
プ
の
活
動
の
意
味

委
員
会
通
知
を
は
じ
め
と
す
る
諸
機
関
の
意
見
は
、
統
一
作
業
に
研
究
者
グ
ル
ー
プ
の
援
助
が
不
可
欠
な
こ
と
に
は
異
論
は
見
ら
れ

な
い
。
加
盟
国
横
断
的
な
比
較
法
的
分
析
、
そ
こ
か
ら
得
ら
れ
る
問
題
と
そ
の
解
決
提
案
に
は
、
研
究
者
グ
ル
ー
プ
の
息
の
長
い
、
し

か
も
大
規
模
な
、
か
つ
多
面
的
な
検
討
作
業
が
必
要
だ
か
ら
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
こ
の
よ
う
な
作
業
を
し
終
え
た
、
な
い
し
し
つ
つ

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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あ
る
グ
ル
ー
プ
は
複
数
あ
り
、
そ
の
ど
れ
が
Ｅ
Ｕ
の
依
拠
す
る
と
こ
ろ
と
な
る
か
は
興
味
あ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
シ
ュ
ル
ツ
ェ

（R
ein

er
S

ch
u

lze

）
教
授
は
こ
の
点
に
つ
き
、
以
下
の
よ
う
な
考
え
を
示
さ
れ（
６０
）

た
。

す
な
わ
ち
、
Ｅ
Ｕ
自
体
は
、
各
研
究
グ
ル
ー
プ
の
競
争
が
望
ま
し
い
と
考
え
て
い
る
。
ど
れ
か
の
選
択
で
は
な
く
、
自
発
的
融
合
、

な
い
し
妥
協
に
よ
る
統
合
の
方
向
が
望
ま
し
い
。
ま
た
、
グ
ル
ー
プ
に
よ
っ
て
は
Ｅ
Ｕ
機
関
か
ら
活
動
の
資
金
援
助
を
得
て
い
る
も
の

も
あ
る
。
し
か
し
、
そ
れ
が
最
終
的
採
用
の
際
の
優
位
性
を
与
え
る
わ
け
で
は
な
い
。
例
え
ば
、
ラ
ン
ド
�
フ
ォ
ン
・
バ
ー
ル
グ
ル
ー

プ
が
や
や
北
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
と
イ
ギ
リ
ス
に
傾
斜
し
た
ス
タ
ン
ス
だ
と
す
れ
ば
、
ガ
ン
ド
ル
フ
ィ
グ
ル
ー
プ
は
南
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
傾
斜
し

て
い
る
。
最
後
に
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
契
約
法
は
、
既
に
そ
こ
か
ら
抽
象
的
原
理
を
抽
出
し
、
具
体
的
問
題
を
解
決
し
、
あ
る
い
は
指
令
の

欠
缺
を
補
充
で
き
る
ほ
ど
に
発
達
し
て
い
る
。
こ
のacqu

is
com

m
u

n
au

taire

の
活
用
の
必
要
性
に
言
及
さ
れ
た
。

最
近
の
論（
６１
）

考
に
よ
れ
ば
、
研
究
グ
ル
ー
プ
は
主
要
な
も
の
に
限
定
し
て
も
一
一
あ
る
と
さ
れ
る
。
第
一
に
、
現
在
の
加
盟
国
の
法
の

共
通
性
と
相
違
を
析
出
し
よ
う
と
す
る
も
の
（
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
私
法
の
共
通
コ
ア
プ
ロ
ジ
ェ
ク（
６２
）

ト
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
家
族
法
委
員（
６３
）

会
が
紹
介

・
検
討
さ
れ
る
）、
第
二
に
、
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
の
リ
ス
テ
イ
ト
メ
ン
ト
の
よ
う
に
、
基
本
原
則
（
既
存
の
ル
ー
ル
と
新
た
に
作
ら
れ

た
ル
ー
ル
の
混
合
）
を
作
り
出
そ
う
と
す
る
も
の
（
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
契
約
法
委
員（
６４
）

会
、
不
法
行
為
に
関
す
る
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
グ
ル
ー（
６５
）

プ
、
「
ヨ

ー
ロ
ッ
パ
保
険
契
約
法
リ
ス
テ
イ
ト
メ
ン
ト
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
グ
ル
ー（
６６
）

プ
が
紹
介
・
検
討
さ
れ
る
）、
第
三
に
、
統
一
法
典
の
提
案
を

な
そ
う
と
す
る
も
の
（
こ
こ
で
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
民
法
典
研
究
グ
ル
ー（
６７
）

プ
と
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
私
法
学
者
ア
カ
デ
ミ（
６８
）

ー
が
紹
介
・
検
討
さ
れ
る

が
、
筆
者
は
ど
ち
ら
の
グ
ル
ー
プ
も
考
察
の
対
象
に
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
の
成
果
（
ア
キ
・
コ
ミ
ュ
ノ
テ
ー
ル
）
を
含
め
て
い
な
い
こ
と
を

憂
慮
し
て
い
る
）、
第
四
に
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
次
元
で
多
数
の
指
令
な
ど
か
ら
す
で
に
事
実
上
作
り
出
さ
れ
妥
当
し
て
い
る
法
な
い
し

原
則
（
す
な
わ
ち
ア
キ
・
コ
ミ
ュ
ノ
テ
ー
ル
）
を
析
出
し
て
体
系
化
す
る
試
み
（
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
共
通
法
の
た
め
の
ユ
ー
ス
・
コ
ム
ー
ネ

・
ケ
ー
ス
ブ
ッ
ク
シ
リ
ー（
６９
）

ズ
、
ア
キ
・
グ
ル
ー（
７０
）

プ
、
共
通
原
則
と
統
一
用
語
ネ
ッ
ト
ワ
ー（
７１
）

ク
）
で
あ
る
。
こ
の
筆
者
は
、
最
後
に
、
ア

翻 訳
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キ
・
コ
ミ
ュ
ノ
テ
ー
ル
と
各
加
盟
国
法
と
い
う
二
つ
の
基
本
モ
デ
ル
の
統
合
が
重
要
な
課
題
で
あ
る
と
述
べ
る
。

（
１
）

筆
者
は
ド
イ
ツ
学
術
交
流
会
（
Ｄ
Ａ
Ａ
Ｄ
）
の
専
門
講
師
と
し
て
派
遣
さ
れ
、
二
〇
〇
二
年
六
月
か
ら
二
〇
〇
四
年
三
月
ま
で
、
神
戸

大
学
助
教
授
で
あ
っ
た
。
本
報
告
は
、
筆
者
が
大
阪
大
学
法
学
部
に
も
ド
イ
ツ
法
の
非
常
勤
講
師
と
し
て
来
校
さ
れ
て
い
た
こ
と
を
縁
と
し

て
、
筆
者
の
博
士
論
文
の
テ
ー
マ
と
も
重
な
る
本
報
告
を
お
願
い
し
た
も
の
で
あ
る
。
平
成
一
四
年
（
二
〇
〇
二
年
）
九
月
一
八
日
に
法
学

会
講
演
会
と
し
て
開
催
さ
れ
、
当
時
と
し
て
は
ま
さ
に
ホ
ッ
ト
な
話
題
で
あ
っ
た
が
、
一
年
半
ほ
ど
の
ち
の
現
在
で
も
、
そ
の
翻
訳
の
意
義

は
減
じ
て
い
な
い
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
平
田
が
筆
者
に
依
頼
し
て
、
そ
の
の
ち
の
文
献
追
加
等
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
を
し
て
い
た
だ
い
た
も

の
が
こ
の
翻
訳
の
も
と
に
な
っ
た
原
稿
で
あ
る
。
当
初
の
講
演
の
際
は
、
木
下
助
教
授
（
当
時
・
大
阪
大
学
法
学
部
助
教
授
）
の
翻
訳
・
通

訳
と
平
田
の
コ
メ
ン
ト
の
の
ち
、
参
加
者
の
間
で
多
角
的
な
質
疑
応
答
が
交
わ
さ
れ
た
。
本
翻
訳
は
平
田
に
よ
る
も
の
で
あ
る
が
、
講
演
に

際
し
配
布
さ
れ
た
木
下
訳
も
参
考
に
さ
せ
て
い
た
だ
い
た
こ
と
を
こ
こ
に
感
謝
す
る
。
な
お
、
本
訳
は
【
Ｅ
Ｕ
科
研
研
究
会
翻
訳
シ
リ
ー

ズ
】
の
一
環
と
し
て
公
表
さ
れ
る
。

以
下
、
原
注
は
、
必
要
と
思
わ
れ
る
か
ぎ
り
で
邦
訳
す
る
こ
と
と
す
る
。
訳
注
（
用
語
解
説
）
は
、
必
要
な
か
ぎ
り
で
、
挿
入
し
た
。
指

令
や
ド
イ
ツ
法
の
引
用
が
多
い
が
、
全
体
の
理
解
の
た
め
、
訳
者
作
成
の
図
（
解
説
�
２
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
２
）

S
ieh

e
dazu

:
K

och
,Z

u
den

A
u

sw
irku

n
gen

des
U

rteils
des

B
G

H
in

S
ach

en
H

ein
in

ger./.H
ypoverein

sban
k

au
f

die

R
ü

ckabw
icklu

n
g

von
R

ealkreditverträgen
u

n
d

die
V

erw
ertu

n
g

von
S

ich
erh

eiten
,W

M
2002,S

.1593
;

H
orn

/B
alzer,

Z
u

r
A

n
w

en
dbarkeit

des
V

erbrau
ch

erkreditgesetzes
au

f
K

reditvollm
ach

ten
im

R
ah

m
en

des
A

n
legersch

u
tzrech

ts,

W
M

2000,S
.333.

（
３
）

S
ieh

e
dazu

u
.a.F

rü
h

,A
u

fkläru
n

gspflich
ten

von
K

reditin
stitu

ten
beider

K
reditvergabe,W

M
1998,S

.2176.

（
４
）

G
esetz

ü
ber

den
W

iderru
f

von
H

au
stü

rgesch
äften

u
n

d
äh

n
lich

en
G

esch
äften

vom
16.01.1986,B

G
B

l.I,
S

.
122

in
der

N
eu

bekan
n

tm
ach

u
n

g
des

G
esetzes

in
der

vom
1.10.2000

gelten
den

F
assu

n
g.

（
５
）

訳
注

先
決
裁
定

Ｅ
Ｃ
条
約
二
三
四
条
に
も
と
づ
き
、
加
盟
国
裁
判
所
が
Ｅ
Ｃ
条
約
な
い
し
第
二
次
法
の
解
釈
に
疑
義
を
有
す
る
場

合
に
欧
州
司
法
裁
判
所
に
そ
の
裁
定
を
求
め
る
手
続
（
手
続
の
詳
細
は
、
庄
司
克
宏
『
Ｅ
Ｕ
法

基
礎
編
』
七
七
頁
以
下
）。
加
盟
国
間
で
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の
広
義
の
Ｅ
Ｃ
法
の
統
一
的
適
用
を
確
保
す
る
こ
と
に
主
た
る
ね
ら
い
が
あ
る
が
、
派
生
的
に
、
個
人
権
の
保
護
、
共
同
体
立
法
の
有
効
性

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
、
多
様
な
Ｅ
Ｃ
法
上
の
法
理
の
展
開
に
寄
与
し
て
い
る
。
な
お
、
欧
州
司
法
裁
判
所
と
国
内
裁
判
所
の
関
係
は
、
欧
州
司
法

裁
判
所
の
言
に
よ
れ
ば
、
上
下
関
係
で
は
な
く
、
協
力
関
係
に
あ
る
と
さ
れ
る
。

（
６
）

B
G

H
,B

esch
l.v.29.11.1999,A

z.X
I

Z
R

91/99
:

W
M

2000,S
.26,Z

IP
2000,S

.177.

（
６
ａ
）

従
来
「
訪
問
販
売
」
と
訳
さ
れ
る
こ
と
が
多
く
、
日
本
語
と
し
て
定
着
し
て
い
る
が
、
サ
ー
ビ
ス
等
も
含
め
た
取
引
を
指
す
に
は
異

和
感
が
あ
り
、
本
文
の
よ
う
に
訳
出
し
た
。

（
７
）

R
ich

tlin
ie

85/577/E
W

G
vom

20.12.1985
betreffen

d
den

V
erbrau

ch
ersch

u
tz

im
F

alle
von

au
sserh

alb
von

G
esch

äftsräu
m

en
gesch

lossen
en

V
erträgen

,
A

B
l.

E
G

L
372/31

vom
31.12.1985.

E
s

w
u

rde
darin

n
ach

allgem
ein

er

A
n

sich
t

ein
e

vorw
eggen

om
m

en
e

R
ech

tsan
gleich

u
n

g
geseh

en
.

S
ieh

e
dazu

S
tau

din
ger/W

ern
er

(2001),
V

orbem
zu

m

H
W

iG
,R

dN
r.42.

（
８
）

民
法
（
旧
）
三
一
二
ａ
条：
訪
問
取
引
が
同
時
に
消
費
者
消
費
貸
借
契
約
も
し
く
は
金
融
補
助
の
規
律
（
四
九
一
条
か
ら
五
〇
四
条
ま

で
）、
も
し
く
は
分
割
居
住
権
契
約
の
規
律
（
四
八
一
条
か
ら
四
八
七
条
ま
で
）
に
服
す
る
か
、
ま
た
は
訪
問
取
引
が
外
国
投
資
持
分
販
売

法
一
一
条
も
し
く
は
一
五
ｈ
条
、
資
本
投
資
会
社
法
二
三
条
、
も
し
く
は
通
信
教
育
参
加
者
保
護
法
四
条
に
よ
る
取
引
の
要
件
を
同
時
に
満

た
す
場
合
、
こ
の
取
引
﹇
訪
問
取
引
﹈
に
関
す
る
規
定
の
み
が
適
用
さ
れ
る
（F

assu
n

g
gem

.A
rt.1

S
ch

u
ldrech

tsm
odern

isieru
n

gsG

v.26.11.2001,B
G

B
l.I,S

.3138.

）。﹇
本
条
文
は
、
訪
問
取
引
撤
回
法
（
五
条
二
項
）
の
民
法
典
へ
の
取
り
込
み
（
二
〇
〇
一
年
）
後
で

補
正
法
（
他
の
規
定
に
よ
る
保
護
が
あ
る
場
合
の
み
に
限
定
、
後
述
）
施
行
（
二
〇
〇
二
年
）
前
の
も
の
で
あ
る
。﹈

（
９
）

民
法
（
旧
）
四
九
一
条
三
項
一
号：

三
五
八
条
、
三
五
九
条
、
四
九
二
条
一
項
五
文
二
号
、
四
九
五
条
、
四
九
七
条
二
項
三
項
、
四
九

八
条
は
、
そ
の
付
与
が
土
地
担
保
権
の
設
定
に
依
存
し
、
か
つ
土
地
担
保
権
に
よ
っ
て
担
保
さ
れ
た
消
費
貸
借
と
つ
な
ぎ
融
資
に
つ
い
て
通

常
の
条
件
が
付
さ
れ
て
い
る
よ
う
な
、
消
費
者
消
費
貸
借
契
約
に
は
適
用
さ
れ
な
い
（
後
略
）（F

assu
n

g
gem

.A
rt.1

S
ch

u
ldrech

tsm
o-

dern
isieru

n
gsG

v.
26.11.2001,

B
G

B
l.

I,
S

.
3138.

）。﹇
本
条
文
は
、
消
費
者
信
用
法
（
三
条
二
項
二
号
）
の
民
法
典
へ
の
取
り
込
み

（
二
〇
〇
一
年
）
後
で
補
正
法
（
該
当
箇
所
の
削
除
、
後
述
）
施
行
（
二
〇
〇
二
年
）
前
の
も
の
で
あ
る
。﹈

（
１０
）

O
L

G
S

tu
ttgart,U

rt.v.12.01.2000,A
z.9

U
155/99

:
W

M
2000,S

.292
(300);

O
L

G
F

ran
kfu

rt,U
rt.v.09.12.1999,

A
z.3

U
120/98

:
M

D
R

2000,S
.534

(535);
O

L
G

M
ü

n
ch

en
,U

rt.v.10.03.1999,A
z.15

U
5821/98

:
W

M
1999,S

.1418

翻 訳

（阪大法学）５４（１―３３２）３３２〔２００４．５〕



h
ierzu

U
rteilsan

m
erku

n
g

S
ch

ön
feld

er,W
u

B
IV
§

1
H

W
iG

4.99
;

O
L

G
M

ü
n

ch
en

,U
rt.v.01.02.1999,A

z.31
U

4034/

98
:

W
M

1999,S
.728

(729)h
ierzu

U
rteilsan

m
erku

n
g

S
ch

ön
feld

er,W
u

B
IV

D
§

1
H

W
iG

3.99
;

O
L

G
S

tuttgart,U
rt.

v.26.08.1998,A
z.9

U
31/98

:
W

M
1999,S

.1419
;

O
L

G
S

tu
ttgart,U

rt.v.25.08.1998,A
z.6

U
52/98

:
W

M
1999,S

.74

(75)h
ierzu

abl.U
rteilsan

m
erku

n
g

S
tilln

er,V
u

R
1999,S

.127.

（
１１
）

S
tau

din
ger/K

essal-W
u

lf,
K

om
m

en
tar

zu
m

V
erbrK

rG
2001,

E
in

l
zu

m
V

erbrK
rG

,
R

dN
r.

41
;

B
ü

low
,

V
erbrau

ch
erkreditgesetz,2001,

§
3

R
dN

r.28
;

S
ch

ön
feld

er,R
ealkreditverträge

u
n

d
H

au
stü

rw
iderru

fsgesetz,
W

M

1999,S
.1495

(1498);
H

abersack
,H

au
stü

rgesch
äfterich

tlin
ie

u
n

d
R

ealkreditverträge,W
M

2000,S
.981

(989).

（
１２
）

B
ru

ch
n

er,B
an

ken
h

aftu
n

g
beifrem

dfin
an

ziertem
Im

m
obilien

erw
erb,W

M
1999,S

.825
(835).

（
１３
）

S
ieh

e
dazu

H
offm

an
n

,
R

ealkredite
im

E
u

ropäisch
en

V
erbrau

ch
ersch

u
tzrech

t,Z
IP

2002,S
.145

(146).

（
１４
）

K
ön

dgen
,

G
ew

äh
ru

n
g

u
n

d
A

bw
icklu

n
g

gru
n

dpfan
drech

tlich
gesich

erter
K

redite,
1994,

S
.

32
;

P
eters,

D
as

W
iderru

fsrech
t

n
ach

dem
V

erbrK
rG

,
D

Z
W

iR
1994,

S
.

353
(357);

S
tü

sser,
B

an
ken

h
aftu

n
g

bei
gesch

eiterten

Im
m

obilien
-T

reu
h

an
dm

odellen
,

N
JW

1999,
S

.
1586

(1589);
S

pickh
off/P

etersh
agen

,
B

an
ken

h
aftu

n
g

bei
feh

lge-

sch
lagen

en
Im

m
obilien

erw
erber-T

reu
h

an
dm

odellen
,B

B
1999,S

.165
(170);

O
L

G
M

ü
n

ch
en

,U
rt.v.11.04.2000,A

z.

5
U

5342/99
:

W
M

2000,S
.1336

h
ierzu

abl.U
rteilsan

m
erku

n
g

L
ook

,W
u

B
IV
§

5
H

W
iG

2.00
;

L
G

M
ü

n
ch

en
I,U

rt.

v.22.12.1999,A
z.15

O
4046/99

:
W

M
2000,S

.866.

（
１５
）

訳
注

土
地
債
務

抵
当
権
と
類
似
す
る
が
、
被
担
保
債
権
を
設
定
の
要
件
と
し
て
必
要
と
せ
ず
、
そ
の
消
長
に
依
存
も
し
な
い
物
権

的
負
担
（
ド
イ
ツ
民
法
一
一
九
一
条
以
下
）。
ド
イ
ツ
法
特
有
の
制
限
物
権
の
一
種
で
あ
り
、
権
利
者
は
当
該
土
地
か
ら
一
定
額
の
支
払
を

換
価
弁
済
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
１６
）

B
G

H
,B

esch
l.v.29.11.1999,A

z.X
I

Z
R

91/99
:

W
M

2000,S
.26,Z

IP
2000,S

.177.

（
１７
）

E
u

G
H

,
U

rt.
v.

13.12.2001,
R

s.
C

-481/99
(H

ein
in

ger):
N

JW
2002,

S
.

281
;

h
ierzu

U
rteilsan

m
erku

n
gen

:

S
tau

d
in

ger,
N

JW
2002,

S
.

653
;

S
tru

be,
V

u
R

2002,
S

.
55

;
R

ott,
V

u
R

2002,
S

.
49

;
H

offm
an

n
,

Z
IP

2002,
S

.
145

;

S
au

er,B
B

2002.S
.431

;
seh

r
kritisch

:
P

ieken
brock/S

ch
u

lze,W
M

2002,S
.521

;
H

abersack
,W

M
2002,S

.253.

（
１８
）

K
ritisch

dazu
F

ran
zen

,
H

ein
in

ger
u

n
d

die
F

olgen
:

ein
L

eh
rstü

ck
zu

m
G

em
ein

sch
aftsprivatrech

t,
JZ

2003,
S

.
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321
(322).

（
１９
）

S
ieh

e
dazu

H
offm

an
n

,R
ealkredite

im
eu

ropäisch
en

V
erbrau

ch
ersch

u
tzrech

t,Z
IP

2002,S
.145

(148).

（
２０
）

訳
注

指
令
適
合
的
解
釈

Ｅ
Ｃ
条
約
一
〇
条
、
二
四
九
条
三
項
に
も
と
づ
き
欧
州
司
法
裁
判
所
の
判
例
法
上
形
成
さ
れ
た
法
理
。
指

令
の
国
内
法
化
の
期
限
経
過
後
ま
た
は
指
令
の
国
内
法
化
後
に
、E

C

法
と
国
内
法
が
矛
盾
す
る
問
題
が
生
じ
た
場
合
に
、
国
内
裁
判
所
は

国
内
法
の
解
釈
を
で
き
る
だ
け
指
令
の
文
言
と
目
的
に
適
合
的
に
な
さ
ね
ば
な
ら
な
い
義
務
。
詳
細
は
、
庄
司
・
前
掲
書
一
四
二
頁
以
下
。

（
２１
）

A
u

sfü
h

rlich
zu

r
u

n
m

ittelbaren
D

irektw
irku

n
g

von
R

ich
tlin

ien
:

C
alliess/R

u
ffert,

K
om

m
en

tar
zu

E
U

-V
ertrag

u
n

d
E

G
-V

ertrag,
2002,

A
rt.

249,
R

dN
r.

69
ff.;

J
arass/B

eljin
,

U
n

m
ittelbare

A
n

w
en

du
n

g
des

E
G

-R
ech

ts
u

n
d

rich
tlin

ien
kon

form
e

A
u

slegu
n

g,JZ
2003,S

.768
(772).

（
２２
）

訳
注

水
平
的
関
係

私
人
対
国
家
が
垂
直
的
関
係
と
呼
ば
れ
る
の
に
対
し
て
、
私
人
間
は
水
平
的
関
係
と
呼
ば
れ
る
。
欧
州
司
法
裁

判
所
は
、
Ｅ
Ｃ
条
約
二
四
九
条
三
項
が
指
令
の
拘
束
力
の
名
宛
人
を
加
盟
国
に
限
定
し
て
い
る
こ
と
、
規
則
が
水
平
的
直
接
効
果
を
規
定
し

て
い
る
こ
と
を
理
由
に
、
指
令
の
場
合
に
は
、
私
人
が
指
令
を
直
接
援
用
で
き
る
と
い
う
意
味
で
の
水
平
的
直
接
効
果
を
否
定
し
て
い
る
。

も
っ
と
も
、
指
令
の
垂
直
的
直
接
効
果
が
一
定
の
水
平
的
効
果
を
生
じ
さ
せ
る
場
合
が
あ
る
こ
と
も
承
認
さ
れ
て
い
る
。
詳
細
は
、
庄
司
・

前
掲
書
一
三
四
頁
以
下
。

（
２３
）

C
alliess/R

u
ffert,K

om
m

en
tar

zu
E

U
-V

ertrag
u

n
d

E
G

-V
ertrag,2002,A

rt.249,R
dN

r.78
;

sieh
e

dazu
S

tau
d

in
ger,

D
er

W
iderru

f
bei

H
au

stü
rgesch

äften
:

ein
e

u
n

en
dlich

e
G

esch
ich

te?,
N

JW
2002,

S
.

653
(654);

H
offm

an
n

,

R
ealkredite

im
eu

ropäisch
en

V
erbrau

ch
ersch

u
tzrech

t,Z
IP

2002,S
.145

(150);
S

au
er,B

B
2002,S

.431.

（
２４
）

訳
注

フ
ァ
ッ
チ
ー
ニ
・
ド
ー
リ
判
決

フ
ァ
ッ
チ
ー
ニ
・
ド
ー
リ
と
称
す
る
女
性
が
ミ
ラ
ノ
中
央
駅
前
で
英
語
通
信
教
育
コ
ー
ス
の

勧
誘
を
受
け
、
契
約
を
締
結
し
た
。
当
時
、
イ
タ
リ
ア
は
ま
だ
訪
問
取
引
指
令
を
国
内
法
化
の
期
限
（
一
九
八
七
年
一
二
月
）
経
過
後
に
も

か
か
わ
ら
ず
国
内
法
化
し
て
い
な
か
っ
た
（
そ
の
後
四
年
ほ
ど
遅
れ
て
一
九
九
二
年
三
月
に
国
内
法
化
さ
れ
た
）
が
、
ド
ー
リ
は
訪
問
販
売

指
令
に
規
定
が
あ
る
撤
回
権
を
代
金
支
払
拒
絶
の
根
拠
と
し
て
援
用
し
た
。
事
件
を
担
当
し
た
フ
ィ
レ
ン
ツ
ェ
調
停
判
事
は
、
本
指
令
が
国

内
法
化
前
に
私
人
間
で
効
力
を
有
す
る
か
の
点
を
先
決
裁
定
で
求
め
た
。
欧
州
司
法
裁
判
所
は
、
従
前
の
立
場
を
維
持
し
、
指
令
は
私
人
間

で
の
水
平
的
直
接
効
を
有
し
な
い
と
し
た
。
た
だ
、
国
内
裁
判
所
の
指
令
適
合
的
解
釈
義
務
、
加
盟
国
の
国
内
法
化
の
遅
れ
に
よ
る
私
人
に

対
す
る
損
害
賠
償
義
務
に
つ
い
て
も
言
及
し
た
。
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な
お
、
本
事
件
の
事
実
関
係
は
、
街
頭
で
の
勧
誘
で
あ
り
、
訪
問
取
引
指
令
が
要
件
と
し
て
列
挙
す
る
、
業
者
の
企
画
に
よ
る
旅
行
中
の

提
供
、
消
費
者
の
自
宅
ま
た
は
職
場
で
の
提
供
の
ど
れ
に
も
該
当
し
て
い
な
い
。
し
か
し
、
指
令
の
前
加
理
由
４
で
言
及
さ
れ
て
い
る
不
意

打
ち
の
要
素
を
考
慮
し
て
、
本
件
の
場
合
に
も
適
用
可
能
と
解
釈
す
る
こ
と
も
で
き
る
。
本
事
件
の
報
告
を
担
当
し
た
裁
判
所
補
佐
官
（
こ

の
制
度
に
つ
き
、
岡
村
堯
『
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
』
三
一
二
頁
以
下
）
は
こ
の
点
を
消
極
に
解
し
て
い
る
。

欧
州
司
法
裁
判
所
を
受
け
た
、
一
九
九
五
年
の
イ
タ
リ
ア
破
棄
院
は
、
指
令
適
合
的
解
釈
に
よ
り
国
内
法
化
前
の
指
令
を
適
用
す
る
こ
と

は
せ
ず
、
明
示
の
規
定
が
な
い
か
ぎ
り
撤
回
は
で
き
な
い
と
い
う
立
場
を
維
持
し
た
。

本
件
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
各
国
に
対
す
る
影
響
の
分
析
に
つ
い
て
は
、S

ch
u

lze,
S

ch
u

lte-N
ölke

an
d

Jon
es(edited),

A
C

asebook
on

E
u

ropean
C

on
su

m
er

L
aw

(2002)pp.142-151
.

（
２５
）

E
u

G
H

,
U

rt.
v.

14.07.1994,
R

s.
C

-91/92
(F

accin
i

D
ori):

S
lg.

1994,
S

.
I-3347,

E
u

Z
W

1994,
S

.
498

;
E

u
G

R
Z

22

(1995),S
.61

;
h

ierzu
U

rteilsan
m

erku
n

g
U

krow
,N

JW
1994,S

.2469
;

O
d

en
d

ah
l,JA

1995,S
.629

;
R

obin
son

,C
M

L
R

1995,S
.629.

（
２６
）

A
u

sfü
h

rlich
zu

r
rich

tlin
ien

kon
form

en
A

u
slegu

n
g

:
C

alliess/R
u

ffert,
K

om
m

en
tar

zu
E

U
-V

ertrag
u

n
d

E
G

-

V
ertrag,2002,A

rt.249,R
dN

r.106
ff.;

J
arass/B

eljin
,U

n
m

ittelbare
A

n
w

en
du

n
g

des
E

G
-R

ech
ts

u
n

d
rich

tlin
ien

kon
-

form
e

A
u

slegu
n

g,JZ
2003,S

.768
(774

ff.).

（
２７
）

P
ieken

brock/S
ch

u
lze,

D
ie

G
ren

zen
rich

tlin
ien

kon
form

er
A

u
slegu

n
g,

W
M

2002,
S

.
521

(523)
m

it
w

eiteren

N
ach

w
eisen

.

（
２８
）

S
o

:
P

alan
dt/H

ein
rich

s,
G

esetz
zu

r
M

odern
isieru

n
g

des
S

ch
u

ldrech
ts,

E
rgän

zu
n

gsban
d

zu
r

61.
A

u
flage,

2002,

§
312

a
R

dN
r.

2
;

D
erled

er,
D

er
W

iderru
f

des
H

au
stü

rgru
n

dpfan
dkredits,

Z
B

B
2002,

S
.202(205);

au
sfü

h
rlich

er

dazu
:

H
offm

an
n

,R
ealkredite

im
eu

ropäisch
en

V
erbrau

ch
ersch

u
tzrech

t
,Z

IP
2002,S

.145
(151).

（
２９
）

S
o

S
tau

din
ger/W

ern
er,

2001,
§

5
R

dN
r.

27
;

K
ön

d
gen

,
G

ew
äh

ru
n

g
u

n
d

A
bw

icklu
n

g
gru

n
dpfan

drech
tlich

gesich
erter

K
redite,

1994,
S

.
32

;
P

eters,
D

as
W

iderru
fsrech

t
n

ach
dem

V
erbrK

rG
,

D
Z

W
iR

1994,
S

.
353

(357);

S
tü

sser,
B

an
ken

h
aftu

n
g

bei
gesch

eiterten
Im

m
obilien

-T
reu

h
an

dm
odellen

,
N

JW
1999,

S
.

1586
(1589);

S
pickh

off/

P
etersh

agen
,B

an
ken

h
aftu

n
g

bei
feh

lgesch
lagen

en
Im

m
obilien

erw
erber-T

reu
h

an
dm

odellen
,B

B
1999,S

.165
(170);
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O
L

G
M

ü
n

ch
en

,U
rt.v.11.04.2000,A

z.5
U

5342/99
:

W
M

2000,S
.1336

h
ierzu

abl.U
rteilsan

m
erku

n
g

L
ook

,W
u

B
IV

§
5

H
W

iG
2.00

;
L

G
M

ü
n

ch
en

I,U
rt.v.22.12.1999,A

z.15
O

4046/99
:

W
M

,S
.866.

（
３０
）

S
o

F
ran

zen
,

H
ein

in
ger

u
n

d
die

F
olgen

:
ein

L
eh

rstü
ck

zu
m

G
em

ein
sch

aftsprivatrech
t,

JZ
2003,

S
.321

(324);

S
au

er,
B

B
2002,

S
.431

(432);
P

ieken
brock/S

ch
u

lze,
D

ie
G

ren
zen

rich
tlin

ien
kon

form
er

A
u

slegu
n

g
-au

ton
om

es

R
ich

terrech
t

oder
h

orizon
tale

D
irektw

irku
n

g,
W

M
2002,

S
.

521
(524);

H
och

leitn
er/W

olf/G
rosserich

ter,
T

eleolo-

gisch
e

R
edu

ktion
au

fN
u

ll,W
M

2002,S
.529

(532).

（
３１
）

民
法
（
旧
）
三
五
五
条
三
項：

撤
回
権
は
遅
く
と
も
契
約
締
結
後
六
ヶ
月
で
消
滅
す
る
。
商
品
供
給
の
場
合
に
は
、
本
期
間
は
当
該
商

品
の
受
領
者
へ
の
到
達
前
に
は
進
行
し
な
い
（F

assu
n

g
gem

.A
rt.1

S
ch

u
ldrech

tsm
odern

isieru
n

gsG
v.26.11.2001,B

G
B

l.I,S
.

3138.

）。

（
３２
）

A
u

sfü
h

rlich
er

dazu
:

H
offm

an
n

,R
ealkredite

im
E

u
ropäisch

en
V

erbrau
ch

ersch
u

tzrech
t,Z

IP
2002,S

.145
(151).

（
３３
）

S
o

:
P

alan
dt/H

ein
rich

s,G
esetz

zu
r

M
odern

isieru
n

g
des

S
ch

u
ldrech

ts,
E

rgän
zu

n
gsban

d
zu

r
61.

A
u

flage,
2002,

§
355

R
dN

r.19.

（
３４
）

S
ieh

e
:

J
arass/B

eljin
,U

n
m

ittelbare
A

n
w

en
du

n
g

des
E

G
-R

ech
ts

u
n

d
E

G
-rech

tskon
form

er
A

u
slegu

n
g,JZ

2003,

S
.768

(775).

（
３５
）

E
u

G
H

,
U

rt.
v.

14.07.1994,
R

s.
C

-91/92
(F

accin
i

D
ori):

S
lg.

1994,
S

.
I-3347,

E
u

Z
W

1994,
498

;
u

n
ter

B
ezu

gn
ah

m
e

au
fdas

F
ran

covich
-U

rteil:
E

u
G

H
,U

rt.v.19.11.1991
in

den
verbu

n
den

en
R

ech
tssach

en
C

-6/90
u

n
d

C
-

9/90.S
lg.1991,S

.I-5357,R
dN

r.3.

（
３６
）

B
G

H
,

U
rt.

v.
09.04.2002,

A
z.

X
I

Z
R

91/99
;

N
JW

2002,
S

.
1881,

Z
IP

2002,
S

.
1075

h
ierzu

U
rteilan

m
erku

n
gen

U
lm

er,Z
IP

2002,S
.1075

;
D

erled
er,Z

B
B

2002,202
;

F
ran

zen
,JZ

2003,S
.321

(327).

（
３７
）

G
esetz

zu
r

Ä
n

deru
n

g
des

R
ech

ts
der

V
ertretu

n
g

du
rch

R
ech

tsan
w

älte
vor

O
berlan

desgerich
ten

v.
23.07.2002,

B
G

B
l.II,S

.2850.

（
３８
）

K
ritisch

zu
dieser

G
esetzgebu

n
gstech

n
ik

:
D

erled
er,D

er
W

iderru
fdes

H
au

stü
rgru

n
dpfan

dkredits,Z
B

B
2002,S

.

202
(210);

W
ilh

elm
,

Ä
n

deru
n

g
der

S
ch

u
ldrech

tsreform
au

fgru
n

d
der

H
au

stü
rgesch

äfterich
tlin

ie
u

n
d

die
S

prach
e

翻 訳
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des
G

esetzgebers,D
B

2002,S
.1307

;
K

irch
h

of,S
prach

stilu
n

d
S

ystem
als

G
eltu

n
gsbedin

gu
n

gen
des

G
esetzes,N

JW

2002,
2760

;
F

ran
zen

,
H

ein
in

ger
u

n
d

die
F

olgen
:

ein
L

eh
rstü

ck
zu

m
G

em
ein

sch
aftsprivatrech

t,
JZ

2003,
S

.
321

(328).
（
３９
）

訳
注

民
法
（
新
）
三
一
二
ａ
条：

消
費
者
に
、
他
の
規
定
の
要
件
に
従
い
、
同
時
に
、
民
法
三
五
五
条
も
し
く
は
三
五
六
条
、
外
国

投
資
持
分
販
売
法
一
一
条
も
し
く
は
一
五
ｈ
条
、
ま
た
は
資
本
投
資
会
社
法
二
三
条
に
よ
り
、
撤
回
権
ま
た
は
返
還
権
が
与
え
ら
れ
る
場
合

に
は
、
三
一
二
条
に
よ
る
撤
回
権
ま
た
は
返
還
権
は
排
除
さ
れ
る
。

（
４０
）

K
ritisch

zu
m

abdin
gbaren

W
iderru

fsrech
t

:
D

erled
er,D

er
W

iderru
f

des
H

au
stü

rgru
n

dpfan
dkredits,Z

B
B

2002,

S
.202

(210).

（
４１
）

S
ieh

e
zu

den
Ü

berlegu
n

gen
des

G
esetzgebers

B
u

n
destags-D

ru
cksach

e
14/9266,S

.45.

（
４２
）

S
ieh

e
h

ierzu
:

K
och

,
Z

u
den

A
u

sw
irku

n
gen

des
U

rteils
des

B
G

H
in

S
ach

en
H

ein
in

ger./.H
ypoverein

sban
k

au
f

die
R

u
ckabw

icklu
n

g
von

R
ealkreditvertragen

u
n

d
die

V
erw

ertu
n

g
von

S
ich

erh
eiten

,W
M

2002,S
.1593

(1594
ff.).

（
４３
）

S
ieh

e
h

ierzu
V

erbrau
ch

erzen
trale

N
R

W
,Im

m
obilien

&
F

in
an

zieru
n

g
2002,S

.12.

（
４４
）

判
決
を
そ
の
ま
ま
訳
出
す
る
こ
と
が
情
報
の
正
確
性
を
確
保
す
る
た
め
に
最
善
の
方
法
で
あ
る
が
や
や
煩
瑣
と
な
る
の
で
、
適
宜
要
約

し
た
。
欧
州
司
法
裁
判
所
判
決
や
裁
判
所
補
佐
官
報
告
に
つ
い
て
の
段
落
ご
と
の
ナ
ン
バ
リ
ン
グ
は
最
初
か
ら
付
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。

（
４５
）

こ
の
あ
た
り
の
事
情
をF

ran
zen

,JZ
2003,321(330)

は
、
共
同
体
法
は
従
来
公
法
分
野
に
重
点
が
あ
り
、
裁
判
官
の
構
成
も
公
法

に
重
点
が
あ
り
私
法
が
得
意
で
な
い
こ
と
、
専
門
が
未
分
化
で
あ
る
こ
と
な
ど
に
求
め
る
。

（
４６
）

第
一
ハ
イ
ニ
ン
ガ
ー
判
決
７
。

（
４７
）

U
lm

er,Z
IP

2002,1080(1081).

（
４８
）

ミ
ュ
ン
ヘ
ン
上
級
ラ
ン
ト
裁
判
所
二
〇
〇
二
年
七
月
二
九
日
判
決
（F

ran
zen

,JZ
2003,321(322)A

n
m

.16

に
よ
る
）。

（
４９
）

F
ran

zen
,JZ

2003,321(325

）
は
、
連
邦
通
常
裁
判
所
自
身
が
、
要
件
に
つ
い
て
の
事
実
認
定
を
す
べ
き
で
あ
っ
た
と
す
る
。

（
４９
ａ
）

ド
イ
ツ
の
関
係
法
令
は
か
な
り
複
雑
な
経
緯
を
た
ど
っ
て
お
り
、
理
解
の
便
の
た
め
、
図
に
ま
と
め
た
。

（
５０
）

C
O

M
(2001)398

fin
al(2001/07/11).

内
容
の
紹
介
と
検
討
に
つ
き
、
中
西
・
貿
易
と
関
税
二
〇
〇
三
年
一
一
月
号
八
三
頁
。
委
員

会
の
通
知
作
成
担
当
者
か
ら
見
た
背
景
に
つ
き
、D

irk
S

tau
den

m
ayer,

E
u

ropäisch
es

V
ertragsrech

t
-

D
ie

K
om

m
ission

sm
it-

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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teilu
n

g
u

n
d

ih
re

F
olgen

in
:

H
an

s
S

ch
u

lte-N
ölke

u
n

d
R

ein
er

S
ch

u
lze,

E
u

ropäisch
es

V
ertragsrech

t
im

G
em

ein
-

sch
aftsrech

t
(2002),S

.271
ff.

（
５１
）

付
録
１
は
、
契
約
法
に
お
け
る
既
存
の
重
要
な
指
令
の
目
的
と
規
律
内
容
の
リ
ス
ト
、
付
録
３
は
、
そ
れ
を
領
域
ご
と
に
整
理
し
た
も

の
。

（
５２
）

A
C

A
D

E
M

IE
D

E
S

P
R

IV
A

T
IS

T
E

S
E

U
R

O
P

E
E

N
S

.

な
お
、
こ
こ
で
、
ガ
ン
ド
ル
フ
ィ
教
授
に
訳
者
が
二
〇
〇
二
年
一
一
月
一

四
日
に
ミ
ラ
ノ
で
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
し
た
内
容
の
一
部
を
紹
介
し
て
お
こ
う
。

問：

準
備
草
案
の
起
草
作
業
に
お
い
て
、
イ
タ
リ
ア
民
法
典
と
イ
ギ
リ
ス
法
が
特
に
参
照
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
意
味
は
。

答：

二
つ
の
出
発
点
と
し
て
の
参
照
モ
デ
ル
で
あ
っ
て
、
そ
の
内
容
が
基
準
と
な
る
わ
け
で
は
な
い
。

問：

イ
タ
リ
ア
民
法
典
の
ド
イ
ツ
・
フ
ラ
ン
ス
両
方
の
架
橋
的
役
割
が
強
調
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
真
意
は
。

答：

民
商
法
典
の
統
一
化
に
あ
る
。
そ
の
特
色
は
、
運
送
、
フ
ラ
ン
チ
ャ
イ
ズ
、
各
種
の
新
種
の
契
約
を
含
む
（
既
に
作
業
を
始
め
て
い

る
第
２
巻
の
対
象
で
あ
る
）
契
約
法
各
則
で
発
揮
さ
れ
よ
う
。

（
５３
）

G
iu

seppe
G

an
dolfi,C

O
D

E
E

U
R

O
P

E
E

N
D

E
S

C
O

N
T

R
A

T
S

,L
IV

R
E

P
R

E
M

IE
R

2001.

内
容
に
つ
い
て
は
、
平
田
・
阪
大
法
学
五
二
巻
三
・
四
号
一
七
七
頁
以
下
参
照
。

（
５４
）

A
5-0384/2001.

（
５５
）

13107/01
JU

S
T

C
IV

129
(h

ttp
://register.con

siliu
m

.eu
.in

t/pdf/en
/01/st

12/12735
en

1.pdf).

（
５６
）

2002/C
241/01.

（
５７
）

C
O

M
(2003)68

fin
al.

（
５８
）

こ
れ
自
体
は
、
本
通
知
以
前
に
（
公
開
許
諾
が
あ
る
か
ぎ
り
で
）
Ｅ
Ｕ
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
公
開
さ
れ
て
お
り
、
通
知
の
付
録
は
そ
の

ア
ッ
プ
デ
ー
ト
版
と
さ
れ
る
。

（
５９
）

こ
の
点
に
関
連
し
て
、
二
〇
〇
四
年
一
月
一
九
日
に
ブ
リ
ュ
ッ
セ
ル
で
「
契
約
法
と
約
款
」
と
称
す
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
が
委
員
会
の

主
催
で
開
催
さ
れ
た
。

（
６０
）

二
〇
〇
二
年
一
一
月
一
三
日
ド
イ
ツ
・
ミ
ュ
ン
ス
タ
ー
大
学
に
お
け
る
訳
者
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
。

（
６１
）

最
近
の
状
況
を
伝
え
る
も
の
と
し
て
、W

olfgan
g

W
u

rm
n

est,
C

om
m

on
C

ore,
G

ru
n

dregeln
,

K
odifikation

sen
tw

ü
rfe,

翻 訳
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A
cqu

is-G
ru

n
dsätze

-
A

n
sätze

in
tern

ation
aler

W
issen

sch
aftlergru

ppen
zu

r
P

rivatrech
tsverh

ein
h

eitlich
u

n
g

in

E
u

ropa,Z
E

u
P

2003,714.

タ
イ
ト
ル
は
、
そ
れ
ぞ
れ
現
在
の
研
究
手
法
を
四
つ
に
大
別
し
た
も
の
に
対
応
す
る
。

第
一
、
第
二
、
第
四
の
間
の
区
別
は
流
動
的
に
思
わ
れ
、
そ
の
重
点
が
既
存
の
も
の
の
析
出
か
、
そ
れ
に
加
え
提
案
も
含
む
か
、
検
討
の

対
象
に
ア
キ
・
コ
ミ
ュ
ノ
テ
ー
ル
を
含
め
る
か
に
あ
る
よ
う
で
あ
る
。

（
６２
）

C
om

m
on

C
ore

of
E

u
ropean

P
rivate

L
aw

(h
ttp

://w
w

w
.ju

s.u
n

itn
.it/dsg/com

m
on

-core).

一
九
九
三
年
に
イ
タ
リ
ア
・
ト

リ
エ
ン
ト
大
学
のU

go
M

attei

とM
au

ro
B

u
ssan

i

に
よ
り
設
立
さ
れ
る
。
成
果
と
し
て
、R

ein
h

ard
Z

im
m

erm
an

n
/S

im
on

W
h

it-

taker,G
ood

F
aith

in
E

u
ropean

C
on

tract
L

aw
,

C
am

bridge,
2000

;
Jam

es
G

odley,
T

h
e

E
n

forceability
of

P
rom

ises
in

E
u

ropean
C

on
tract

L
aw

,C
am

bridge
2001

な
ど
。

（
６３
）

C
om

m
ission

on
E

u
ropean

F
am

ily
L

aw
(C

E
F

L
)(h

ttp
://w

w
w

.law
.u

u
.n

l/priv/cetl/in
dex

1.asp).

二
〇
〇
一
年
設
立
。
成

果
は
、K

ath
arin

a
B

oele-W
oelki/B

en
te

B
raat/Ian

S
u

m
n

er(H
g.),E

u
ropean

F
am

ily
L

aw
in

A
ction

,V
ol.I

:
G

rou
n

ds
for

D
ivorce,A

n
tw

erpen
,2003

;
V

ol.II
:

M
ain

ten
an

ce
betw

een
form

er
S

pou
ses,A

n
tw

erpen
,2003

な
ど
。

（
６４
）

C
om

m
ission

on
E

u
ropean

C
on

tract
L

aw
(h

ttp
://w

w
w

.cbs.dk/departm
en

ts/law
/staff/ol/com

m
ission

―on

―ecl/in
dex.

h
tm

l).

一
九
八
〇
年
に
設
立
。
そ
の
設
立
者
の
名
か
ら
、
通
称
ラ
ン
ド
（L

an
do

）
委
員
会
と
呼
ば
れ
る
。
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
契
約
法
原
則
三
巻

（P
rin

ciples
ofE

u
ropean

C
on

tract
L

aw
(P

E
C

L
)1995

;1999
;2003

）
を
公
表
し
て
、
活
動
を
終
了
し
て
い
る
が
、
そ
の
メ
ン
バ
ー

の
一
部
（C

h
ristian

von
B

ar

な
ど
）
に
よ
り
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
民
法
典
研
究
グ
ル
ー
プ
（
後
述
）
に
引
き
継
が
れ
て
い
る
。

（
６５
）

E
u

ropean
G

rou
p

of
T

ort
L

aw
(h

ttp
://civil.u

dg.es/tort/).

一
九
九
三
年
に
オ
ラ
ン
ダT

ilbu
rg

のJaap
S

pier

に
よ
り
設
立
。

成
果
は
、H

elm
u

t
K

oziol(H
g.),U

n
ification

ofT
ort

L
aw

:
W

ron
gfu

ln
ess,D

en
H

aag,1998
;

Jaap
S

pier(H
g.),U

n
ification

of
T

ort
L

aw
:

C
au

sation
,

D
en

H
aag,

2000
;

U
lrich

M
agn

u
s(H

g.),
U

n
ification

of
T

ort
L

aw
:

D
am

ages,
D

en
H

aag,

2001
;

B
ern

h
ard

K
och

/H
elm

u
t

K
oziol(H

g.),U
n

ification
ofT

ort
L

aw
:

S
trict

L
iability,D

en
H

aag,2002

な
ど
。

（
６６
）

R
estatem

en
t

ofE
u

ropean
In

su
ran

ce
L

aw
.

一
九
九
九
年
設
立
。
成
果
は
、
今
の
と
こ
ろ
な
い
。

（
６７
）

S
tu

dy
G

rou
p

on
a

E
u

ropean
C

ivilC
ode(h

ttp
://w

w
w

.sgecc.n
et).

一
九
九
八
年
設
立
。
全
一
六
章
（
第
一
章
総
則
、
第
二
、

第
三
章
債
務
と
契
約
債
務
、
第
四
―
第
一
〇
章
契
約
各
則
、
第
一
一
章
不
法
行
為
、
第
一
二
章
不
当
利
得
、
第
一
三
章
事
務
管
理
、
第
一
四

―
一
五
章
動
産
譲
渡
、
動
産
担
保
権
、
第
一
六
章
信
託
）
の
法
典
作
成
に
向
け
て
作
業
中
で
あ
る
。

訪問取引としての不動産金融契約における撤回権
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（
６８
）

A
C

A
D

E
M

IE
D

E
S

P
R

IV
A

T
IS

T
E

S
E

U
R

O
P

E
E

N
S

(h
ttp

://w
w

w
.accadem

iagiu
sprivatistieu

ropei.it/).

一
九
九
二
年
に

イ
タ
リ
ア
・
パ
ヴ
ィ
ア
大
学
のG

iu
seppe

G
an

dolfi

に
よ
り
設
立
。
成
果
は
、C

O
D

E
E

U
R

O
P

E
E

N
D

E
S

C
O

N
T

R
A

T
S

,
A

van
t-

projet,L
IV

R
E

P
R

E
M

IE
R

,M
ilan

o,2001

が
あ
り
、
第
二
巻
の
公
表
に
向
け
て
作
業
中
で
あ
る
。

（
６９
）

Iu
s

C
om

m
u

n
e

C
asebooks

for
th

e
C

om
m

on
L

aw
of

E
u

rope(h
ttp

://w
w

w
.law

.ku
leu

ven
.ac.be/casebook/in

dex.h
tm

).
前
欧
州
司
法
裁
判
所
補
佐
官
のvan

G
erven

の
提
案
に
よ
る
、L

eu
ven

,
M

aastrich
t

両
大
学
の
共
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。
成
果
と
し
て
、

W
alter

van
G

erven
/Jerem

y
L

ever/P
ierre

L
arou

ch
e/C

h
ristian

von
B

ar/G
en

eviève
V

in
ey,

T
ort

L
aw

-
S

cope
of

P
rotection

,O
xford,1998

;
W

alter
van

G
erven

/Jerem
y

L
ever/P

ierre
L

arou
ch

e,T
ort

L
aw

,O
xford,2000

;
H

u
gh

B
eale/

A
rth

u
r

H
artkam

p/H
ein

K
ötz/D

en
is

T
allon

,C
on

tract
L

aw
,O

xford,2002.

（
７０
）

A
cqu

is-G
ru

ppe(h
ttp

://w
w

w
.acqu

is-grou
p.org).

二
〇
〇
一
年
の
委
員
会
の
通
知
な
ど
に
対
す
る
応
答
と
し
て
、
二
〇
〇
二
年

にG
ian

m
aria

A
jan

i
（
イ
タ
リ
ア
・
ト
リ
ノ
大
学
）
とH

an
s

S
ch

u
lte-N

ölke

（
ド
イ
ツ
・
ビ
ー
レ
フ
ェ
ル
ト
大
学
）
に
よ
り
設
立
さ

れ
る
。
成
果
と
し
て
、R

ein
er

S
ch

u
lze,

M
artin

E
bers

u
n

d
H

an
s

C
h

ristoph
G

rigoleit,
In

form
ation

spflich
ten

u
n

d
V

er-

tragssch
lu

ss
im

A
cqu

is
com

m
u

n
au

taire,2003.

（
７１
）

C
om

m
on

P
rin

ciples
ofE

u
ropean

P
rivate

L
aw

,U
n

iform
T

erm
in

ology
for

E
u

ropean
P

rivate
L

aw
.

前
者
は
一
九
九
七

年
に
、
後
者
は
二
〇
〇
一
年
に
、
と
も
にR

ein
er

S
ch

u
lze

（
ド
イ
ツ
・
ミ
ュ
ン
ス
タ
ー
大
学
）
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
。
前
者
の
成
果
と
し

て
は
、
欧
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